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1 技術審査ガイドライン 

1.1 目的 

 大気汚染対策案を選定、ウランバートル活動を通じて大気汚染状況を把握することにより、CAF
予算により、大気汚染対策に繋がる事業を確実に実施してくことを目的とする。 
 

1.2 ウランバートルの主要発生源 

 ウランバートルの主要発生源は、火力発電所、HOB、CFWH、ゲルストーブ、自動車、道路粉

じん、火力発電所灰埋立地、工場等である。 
 

1.3 対象物質 

 技術審査ガイドラインの対象物質は、ウランバートルの大気汚染の主要な原因となっている PM
（TSP、PM10、PM2.5）を対象とし、PM 対策に繋がる事業に重点を置いて審査を行うものとする。

CO2 については、都市の大気汚染に全く寄与しないため、本ガイドラインの対象物質には含めな

い。 

 

1.4 適用地域、定義 

適用地域は、原則としてウランバートル市とする。ウランバートル市外で製造を行う事業主体

を含むが、対策事業によりウランバートル市の大気汚染に改善に寄与するものとする。 

ガイドラインでは、大気法、大気汚染支払法、MNS 排出基準、大気環境に関する MNS 基準等

を根拠法あるいは規則とする。 

1.5 大気汚染対策の対象事業 

大気汚染対策事業は、大気汚染対策事業一覧に示すとおり、対象発生源の排出削減に繋がる対

策候補案から選定する。対策事業の評価に繋がる燃焼試験、燃料分析も事業に含めるものとする。

事業の優先順位は、上から下への順番である。 
大気環境モニタリングについては、直接的な大気汚染対策効果はないが、大気汚染状況を把握

するため、対象事業に含めることとする。大気汚染削減を継続的に進めるためには、市民の理解

が不可欠であることから、大気汚染抑制に関する市民啓発活動も対象事業に含めることとする。 
 ただし、植林は冬期の大気汚染改善に全く寄与しないため、対象事業に選定しないこと。火力

発電所の改修事業は、本ガイドラインが想定している数億円規模の事業費用と比べて、予算規模
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が大きく、エネルギー省管轄であることもあり、ガイドラインの対象外事業とする。なお、対策

案の選定に係る事務所の運営資金は、本ガイドラインで評価は行わない。 
 

表  1.5-1 大気汚染対策事業一覧 

対象分野 備考 

改良燃料 ・バイオコールブリケット、セミコーク

ス、セミコークスブリケットの製造、輸

送に関する補助 

・改良燃料の燃焼試験に関する経費の支

出 

石炭ブリケットについては、製造コス

トに見合った削減効果が得られにく

いため、対象外とする。 

中央暖房系統へ

の接続 

・民間企業や集合住宅からの中央暖房系

統への接続に係る経費の補助 

HOB の廃止に伴う大気汚染物質の削

減量を算定する。 

HOB 対策 ・サイクロン、スクラバーの設置 

・既存集じん装置の能力維持に関する活

動支援 

・高効率 HOB の新設、リプレース 

・石油、ガスなどの燃料転換に必要なボ

イラ改修 

 

ゲルストーブか

ら電気ストーブ

への転換 

・電気ストーブの購入補助 

・電気需要の増大に伴う変電所の新設・

改修、電線の改修 

ゲル当たりの電気使用量がかなり増

加する。事業の採択では、電気ストー

ブによる電気料金の上昇についてゲ

ル世帯からの理解が得られること、ゲ

ル世帯で電気使用量が増えることに

伴う、電気供給力に余力があることが

必要である。 

自動車対策 ・公共バスの DPF 導入 

・EURO IV バス導入 

・低硫黄燃料導入 

・公共交通以外の低排出ガス車導入 

・エコドライブの実施 

・ウランバートルで使用している燃料の

硫黄分分析、など 

走行調査の結果から、ナノ燃料は大気

汚染対策効果が見込めないことが判

明したため、大気汚染対策事業として

認めない。 

石炭ガス化 ・石炭ガス化プラントに必要な関連施設

の建設 

石炭ガス化プラントの本体の建設は

予算規模が大きいため、ガイドライン

の対象外とする。 

集合住宅の建設 ・集合住宅の建設に伴う対策効果の評価 都市計画は、別枠の予算での実施が想

定される。 

大気環境モニタ

リング 

・モニタリング局の新設費用 

・測定機材の購入、修理 

年間で一定した金額が必要である。 
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・消耗品の購入 

・メンテナンスに必要な交換部品の購入 

啓発活動 ・市民、学校向けセミナーの実施 

・大気汚染教材の作成、など 

年間で一定した金額の予算確保が必

要である。 

CFWH 対策 ・改良 CFWH の開発 

・改良 CFWH の燃焼試験に係る経費の補

助 

大気汚染排出量が少なく、CFWH の

発生源寄与もあまり大きくないため、

事業の優先順位は低い 

火力発電所焼却

灰 

・焼却灰の有効活用 火力発電所で対策を実施しており、冬

期の大気汚染への影響は少ないこと

から、事業の優先順位は低い 

その他 ・工場の省エネルギー対策への支援 

・工場等からの排出削減に必要な対策装

置に関する補助金 

工場側の対策は、事業者負担を原則と

する。 

 

1.6 申請方法 

 改良燃料、自動車対策などについては、対策案に示された測定結果と対策前後の削減効果が対

策案に含まれているか確認する。対策前後の削減効果などが示されていない大気汚染対策案につ

いては、測定や解析などを申請書類に含めるようにコメントを付けて申請先に戻し、再申請させ

る。 
 改良燃料については、大気汚染対策効果が低い石炭ブリケットが混在していることが想定され

るため、補助金を用いて AQDCC が改良燃料の燃焼試験を行い、Dust 濃度の削減効果を事前に

把握すること。 
 

(1). 大気汚染対策事業（改良燃料）に係る申請書の必要事項 

・改良燃料の種類 
バイオコールブリケット、セミコークス、セミコークスブリケット 

・申請機関、担当者名、連絡先 
・改良燃料の製造に関する情報 
製造会社、製造地、担当者名、連絡先、 
原料炭の種類とブリケットとして混入させる材料（バインダー）、改良燃料の製造方法と使用機

材、製造人数、可能生産量 
・改良燃料の予定販売エリアと目標販売世帯数 
・大気汚染対策効果に関する考察 
改良燃料の熱量、着火性、強度 
改良燃料の排ガス測定結果（原料炭との差を示す） 

 導入前後における濃度と排出量の削減量の算定結果 
投入量当たりの燃焼時間（火持ち） 
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・改良燃料の価格と補助金額について 
改良燃料の製造、輸送及び販売に係る経費 
生石炭の販売価格について 
経費を賄うだけの改良燃料の販売価格、生石炭の販売価格との差を補填するために必要な補助

金額について 
改良燃料 1 トンあたりの Dust 削減量と補助金額 

 

(2). 電気ストーブへの転換 

・ゲル地域への電力供給余力 
・変電所の能力 
・送電線が電気容量に耐えられるか。 
・電気料金の妥当性 
 

(3). 自動車対策 

・申請機関、担当者名、連絡先 
・車載計による排ガス測定結果 
・低硫黄燃料の硫黄分分析結果 
・DPF などの装置導入による費用 
・対策前後の評価結果 
 

(4). 大気環境モニタリング 

・申請機関、担当者名、連絡先 
・大気環境モニタリングの運営維持体制 
・ウランバートル市全体での大気環境測定局配置計画に基づく、新設局の設置根拠 
・予防保全に必要な交換部品と交換頻度に関する予定表 
・モニタリング局の初期費用、年間運営費用 
 

(5). 市民啓発活動 

・申請機関、担当者名、連絡先 
・啓発活動の対象者、想定人数、期間 
・啓発プログラムの内容 
・作成するテキストの概要 
・啓発活動の実施により期待される効果 
・使用する視聴覚機材 
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1.7 事業の評価 

 対象事業に対する事業費は、事務所の運営費用を除いた全予算に対して、①大気汚染対策事業、

②モニタリングと啓発活動を、9:1 程度の割合を配分する。 
 

(1). 改良燃料 

改良燃料は、同じ種類の生石炭と比べて以下の削減率をクリアしているか確認する。 
石炭ブリケット：15％以上の Dust 削減 
バイオコールブリケット：20%以上の Dust 削減 
セミコークス、セミコークスブリケット：40％以上の Dust 削減 

 
・改良燃料については、生石炭と比べて、どの程度火持ちがするかも評価する。 
 
・対策案に係る費用 
 
・補助金額の算定 
 補助金がない場合の改良燃料の価格 
 補助金によりどの程度の販売価格にするのか。生石炭と比べて適正な価格であるか。 
補助金の対象となる改良燃料の製造量、そのときの予想販売価格 
 改良燃料導入前後の大気汚染改善効果 
 排出削減量と補助金の比について 
 

(2). 電気ストーブへの転換 

 電気ストーブの転換対象となる対象ゲル数 
 電気ストーブの購入代金の補助金額について 
 電気ストーブの設置に伴うゲル１つあたりの冬期に必要な電力使用量 
 １世帯あたりの年間電気料金（現状、増加予想分） 
 ゲル世帯の平均収入から判断して、ゲル世帯が電気料金の増加分を負担できるのか。 
増額分の負担が難しい場合に、電気ストーブの導入による電気料金等の割引は受けられるのか。 

 火力発電所が電気ストーブによる需要増加に応えられるのか。需要増加に応えられない要因と

してどのようなものがあるか。具体的には、火力の発電余力、変電所の処理能力 
 将来的な事業計画や都市計画との整合性 
 

(3). 自動車対策 

 車載計を用いた自動車排ガス測定を行っているか。 
導入予定である低硫黄燃料の硫黄分は分析されているか。 
自動車対策として、導入前と比べて大気汚染削減効果が 20％以上あるか。 
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エコドライブは、啓発活動や普及活動などの対策費用がほとんどかからない対策であるため、

対策の導入により 10％程度以上の削減効果が見込めるか。 
 

(4). 大気環境モニタリング 

 新設局の維持管理体制図が明記されているか。 
 大気環境モニタリング局の新設後の運営維持管理が順調にいく組織であるか。 
測定する大気汚染物質や部品の交換時期が適切であるか。 

  

(5). 啓発活動 

 啓発活動を実施する担当は、大気汚染対策を十分に理解しているか。 

 

1.8 事業の審査手順 

 技術審査ガイドラインで審査を行う事業の審査手順を図に示す。 

 

図  1.8-1 事業の審査手順 
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1.9 作業部会 

作業部会では、技術審査ガイドラインを用いて関係省庁から応募があった事業の審査を行うと

ともに、作業部会において以下の作業、解析を行うこととする。 

・技術審査ガイドラインの作成スケジュール 

・技術審査ガイドライン承認に向けた審査手順と期間 

・事業選定に向けた審査と技術的検討資料の作成 

・技術審査ガイドライン改定の必要性検討 
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参考資料 

 

図  1.9-1 改良燃料の環境特性と製造価格 

 

 

図  1.9-2 DPF の概要 
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2 大気汚染対策案 

ゲル地域の改良燃料導入、ゲルストーブ及び壁ストーブ、自動車対策、HOB 対策に関する大気

汚染対策について検討を行った。併せて、代表的な 15 件の大気汚染対策案について評価を行った。 

2.1 対策案 

 改良燃料の導入 2.1.1

ゲル地域の改良燃料導入に向けた改良燃料の普及及び燃料に向けた課題について整理した。 

(1). ゲル地域の石炭燃焼による大気汚染対策 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

何が原因か 
燃焼器具に合った燃料を使用していない。 

遊牧民が使用している Traditional stove は家畜の乾燥糞用のストーブだが、U/B では

石炭を燃やしている。その結果不完全燃焼のため排出する炭塵により石炭使用の多い

冬季期間では大気汚染の主原因となっている。 

1.改良ストーブの交換 ・改良ストーブには石炭の品質、使用方法によって大気汚染対

策には限界がある。 

対策として国、民間は何をしてきたか？ 

3.改良燃料への燃料転換 

2.その他の装置  

・多種の改良燃料が製造されたが、石炭価格との競合で補助金

が無ければ売れない状況にある。 
・補助金がすべて灰となるので、国としても多額の補助金を出

せない状況にある。 

4.ガスへの燃料転換 ・石炭ガス化による SNG(代替天然ガス）を都市ガス、自動車燃

料に使用する計画が具体化してきている。 

5.液体燃料への燃料転換 ・石炭からの GTL（ガスから液化）による DME(ジメチルエー

テル)を住宅燃料、自動車燃料に使用する計画がある。 

現  状 

1 短・中期ともゲル地域の暖房は石炭が中心となり、今後、炊事はガス・液体燃料に転換してい

くであろう。 
2 LPG（液化石油ガス）, CNG（圧縮天然ガス）がゲル地域で暖房に使用されるのは世帯主

の所得で決まる。 

【機器の更新】 

【燃料転換】 

➢改良燃料の普及はゲル地域の大気汚染対策には必須であり、安定的に改良燃料の供給を持続

するには価格を石炭と同じにするための国の戦略が必要である。 

 

・排気ガス中の炭塵の二次燃焼装置は市場には出ているが売れて

いない。 
・効果、課題について検討の余地がある。 

今後の対策はどうあるべきか 
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(2). 改良燃料普及の課題 

 図  2.1-1 はウランバートル市で石炭を使用している地域を大気汚染モニタリングのデータから

大気汚染の深刻さを検討し、大気汚染対策地域を大気汚染度が高い Target area 1～4 の 4 つのグル

ープに分けた地域を示している。表  2.1-1 は改良燃料の必要率を暫定的に決め、改良燃料を必要

とする各地域のホロー毎の世帯数から改良燃料の必要量を示している。その結果、世帯数は 20 万

世帯、改良燃料（使用量はセミコークスの場合を想定）は 57 万トン必要となる。 

 表  2.1-2 は軽量燃料必要量から補助金の総額を 3 ケースに分け示している。セミコークス価格

180,000MNT/t に対して石炭の市場価格 130,000MNT/t との値差が 50,000MNT/t となっている。こ

の値差をいかに補てんするかが改良燃料普及へのカギとなる。図  2.1-2 はセミコークスの製造コ

ストの一例を示す。方法としては以下が考えられる。 

 

i. 国が生産者へ補助金として支給する。 
ii. 生産コストの中の石炭代、鉄道運搬費を国が補てんする。 
iii. 受益者負担として、市民から税金の形で徴収し、補助金とする。 
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図  2.1-1 ウランバートル市の大気汚染対策地域 

 

表  2.1-1 ウランバートル市内の地域毎の改良燃料必要度を考慮した世帯数と燃料の量 

 

 
 



モンゴル国ウランバートル市大気汚染対策能力強化プロジェクトフェーズ２ 

技術協力成果品 09:大気汚染対策案、技術審査ガイドライン 
  

  

（株）数理計画 12 

表  2.1-2 補助金総額 

セミコークス 

年間使用量 
補助金額

(MTN/t) 
ゲル世帯数（世帯） 比率 備考 セミコーク

ス量(t/年) 
補助金総額

(MTN/年) 

1 世帯年間 
3.5t 

50,000 

ケース１ 201,100 100% U/B 市の石炭使

用総世帯数 
571,785 286 億 

ケース 2 100,550 50% 半分を対象とし

た場合 
285,892 143 億 

ケース 3 43,000 21% 国家プログラム

のアクションプ

ラン中の対象世

帯数案(3.5t/年) 

150,500 75 億 

 

  

図  2.1-2 セミコークスプラント生産コストの一例 

 

(3). 燃料の課題 

 Dust  a.

2.7.3.2(3)で説明したように、ウランバートル市で販売されている改良燃料で Dust の排出係

数が少ない順はセミコークス、無煙炭ブリケット、石炭ブリケット、石炭となっている。ま

たモンゴルでは試験段階ではあるが、海外で実績のあるバイオコールブリケットもセミコー

クスに次いで排出係数が少ない燃料である。 

図  2.1-3 は各燃料の排出係数と MNS5216（ストーブの基準）で示された排出係数の上限を

示す。この中で既にウランバートル市で消費されている石炭である Coal (A)、Coal (B)は上限

以下となっているのが分かり、このままでは現状の大気汚染対策には効果が無いことが想定

される。従い、ウランバートル市の大気汚染の現状を改善するためには更に排出係数を下げ

るべきと思われる。或いは、MNS にて改良燃料の排出基準を新たに設定すべきである。セミ

コークス或いはバイオコールブリケットへの転換が強く望まれる。 

MNT/t %
Raw Coal 41,963 26%
Binder 38,383 24%
Utility 19,424 12%
Personnel Cost 8,388 5%
Maintenance Cost 6,560 4%
Rail Freight 1,476 1%
Sales fee 25,500 16%
Profit(15%) 21,261 13%
OPEX 162,955 100%
Depreciation cost 17,045
Total Price (MNT) 180,000

26% 

24% 
12% 

5% 4% 
1% 

16% 

13% 

Raw Coal

Binder

Utility

Personnel Cost

Maintenance Cost

Rail Freight

Sales fee

Profit(15%)
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図  2.1-3 各燃料のダストの排出係数 

 

 SO2 b.

図  2.1-4 に各燃料の SO2の排出係数と MNS216 での上限値 17.4kg/t を示す。SO2の発生量は

各燃料が使用している原料の石炭に含まれる硫黄分の量に関係している。石灰石(CaCO3)また

は消石灰（Ca（OH2））を改良燃料に添加すると、炉内脱硫により SO2を削減できる。石炭の

硫黄分が 1%の場合で、石灰石の添加率 5%で SO2削減量は約 80%となる。成型時には容易に

石灰石が添加できるので、石灰石を添加した改良燃料ブリケットは SO2低減に効果が大きい。 

 

図  2.1-4 各燃料の SO2の排出係数 

 

 セミコークスとバイオコールブリケット c.

発生 Dust の削減効果が大きい改良燃料としてセミコークスとバイオコールブリケットが挙

げられる。それぞれの比較を表  2.1-3 に示す。 
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表  2.1-3 セミコークスとバイオコールブリケットとの比較 

 Semi-cokes 

Semi-cokes Briquette 
Bio-coal Briquette 

1. 製造方法 ・石炭を低温乾留して揮発分を減

らす。 

・乾留して塊状のまま製品にした

のがセミコークス、セミコーク

スの粉末を成型したのがセミ

コークスブリケット。 

・石炭を細かくし、バイオマス(約

20w%)を混合して成型する。 

2. 特徴 ・揮発分を減少させるので燃焼時

の Dust 発生量が少なくなる。 

・バイオマスが先に燃焼し、石

炭の揮発分を燃焼させるの

で、Dust 発生量が少なくなる。 

3. 製造コスト ・乾留炉等の設備費が高い ・安い 

4. 問題点 ・乾留時に残留揮発分の調整が重

要で、揮発分が少なくなると着

火性が悪くなり、着火剤を多く

使用することになる。 

・乾留炉によっては副産物のター

ルの処理が問題となる。 

・バイオマスの確保。 

・バイオマスを加えると成型し

にくくなるので、バインダー

を使用して通常成型機を使う

か、高圧成型機の場合はバイ

ンダー無しが可能である。 

5. モンゴルでの製造工場 ・現在 4 社があるが休業中。 ・既存の成型設備を転用できる。 

6. SO2対策 ・成型時に石灰石または消石灰を

混合により低減できる。 

・成型時に石灰石または消石灰

を混合により低減できる。 

 

 ゲルストーブ及び壁ストーブ 2.1.2

 MNS5216 でストーブ燃焼時の排出ガスの規格が改定されたが、燃焼試験時の燃料の品質が記載

されていないのが問題である。APRD（旧 AQDCC）では各燃料の燃焼試験を同じストーブで、同

じ条件下で実施してきたが、燃料によって排出ガスの測定結果が著しく変化しているのが事実で

ある。例えば図  2.1-3、図  2.1-4 で示す各燃料の多様性がそれを証明している。燃料によってスト

ーブの性能が変化してしまっては、ストーブの評価ができないであろう。従いストーブ評価のた

めの燃焼試験には標準燃料を決めるべきである。 
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 自動車対策 2.1.3

(1). ディーゼル車黒煙対策（後付け DPF） 

ウランバートル市内における測定局の PM10 の測定結果は、1 時間値で 1000μg/m3を超過する

など深刻な状況が続いている。 

PM10 の高濃度の要因はいくつか考えられるが、道路沿道では、自動車発生源の１つであるデ

ィーゼル車の排気管から排出される PM が主であると考えられることから、プロジェクトとして、

規制等の対処方法を検討した。 

APRD の提案に基づき、高硫黄軽油に適応した後付け DPF の排出ガス低減効果を把握するため

の車載計を用いた走行調査を 2015 年 4 月に実施した(別添資料 2.10-1 車両 0011)。なお、この車

両は後付け DPF がない場合の走行調査も行っている(別添資料 2.10-1 車両 0003)。本プロジェクト

では活動 1-13 として、対策前後（DPF の有無）での調査により大気汚染対策効果の評価に活用し

た。この PM 低減効果の活用が活動 3-9 における効果的な大気汚染対策案の策定に繋がった。 

DPF 導入に係る事業部会（第 1 回）では後付け DPF の特徴（高硫黄軽油でも利用可能など）、

運用面での課題（走行可能距離、DPF 再生、DPF 再生作業者など）、関連費用（装置費用、運用

費、燃費悪化など）について意見交換を実施した。第 2 回では後付け DPF 設置に関する法的根拠、

導入に向けた法整備の必要性、低減委員会への提案について検討を実施した。 

第 1 回及び第 2 回事業部会を受けてモンゴル側で作成した低減委員会向けの資料では対策前後

の PM 排出量の比較だけでなく、シミュレーションモデルを用いた平和通り近傍の自動車 PM 濃

度の削減率も示している。さらに後付け DPF の排出ガス低減効果を受けて、ウランバートル市の

路線バスに後付け DPF を設置した場合の PM 削減効果及び費用について試算（表  2.1-4）した。 

表  2.1-4 後付け DPF に係る試算結果 

 

 

項目1 項目2
金額

百万Tg
数量

小計
百万Tg

備考（費用は関係機関等のヒアリング結果から設定）

本体価格（台） 11.25 100 1,125 DPF：75万円（ﾌｨﾙﾀｰ数：3個＋予備3個）→15.0Tg/円換算

輸入関連費用（台） 0.75 100 75 手続き費用、日本からモンゴル（DPF設置業者）

本体価格（台） 6.00 50 300 再生装置：40万円→15.0Tg/円換算。2台に1台の機器を想定

輸入関連費用（台） 0 75 0 本体に含む

取り付け費用（台） 0.47 100 47 2015年実績

バス運行保障（2日間） 5.0 100 500 DPF設置の取り付け日にバス運行停止に係る保障費用

再生時電気代（年間） 0.22 100 22 2kW/個、3個、各2回、77.1Tg/kWh、稼働237日

再生装置建物、敷地（年間） 50 0 確認中

管理人件費（年間） 34.37 10 344 DPF再生及びDPF交換など（10台を1名で管理）

燃費悪化補てん分（年間） 3.33 100 333 DPF設置により8%悪化、DPF設置前の燃費2.2km/L、稼働237日

初期導入費用に係る利子 0.00 100 0 利子はなしと設定

2,746 DPF費用～バス運用時までの合計費用

699 DPF再生時、バス運用時の合計費用

5,542 2016～2020年を想定

台数
PM

削減量
備考

60.0 2016～2020年を想定

未規制車に設置、DPFによるバス１台当たりの削減量は78％
12.0自動車PM削減量（t/年）

1～５年次の自動車PM削減量（t/5年間）

100

項目

自動車PM削減割合 6.4%

DPF費用

DPF
再生装置

DPF
取付費用

DPF再生時

２年次費用合計

バス運用時

１年次費用合計

１～５年次費用合計
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以上より、活動 3-10 において対策前後の推計結果の比較、対策費用の推計、モンゴルにおける

技術的妥当性及び実施上の妥当性検討により後付け DPFの導入が効果的な大気汚染対策であるこ

とを評価することができたと考える。 

事業部会は APRD、NAMEM、市交通局、道路交通省がメンバーとなっており、これらの活動

を通じて成果指標 7 指標 2 における APRD 及び関係機関による排出源の規制及び管理能力が強化

され、大気汚染対策案の１つとして提案することができたと考える。 

また、DPF 事業部会の検討や今後の自動車環境対策選定プロセス改善に係る本邦研修（2015 年

12 月）の成果として、ウランバートル市交通局から APRD に対して、路線バスに後付け DPF を

装着した場合の排出ガスの測定依頼（別添資料 2.1-3）があった。 

 

(2). MNS 5013:2009 および MNS 5014:2009 以外の自動車排出ガス規制 

 2015 年 10 月に後付け DPF に係る検討を実施したことから、その他の自動車排出ガス対策とし

て、上記を受けて 2015 年 12 月は、最新の排出ガス規制適合車の導入、低硫黄燃料の導入（含む

低硫黄軽油適合最新排出ガス適合社の導入）した場合の排出量削減量及び費用対効果の算定方法

について検討（考え方、使用するデータ、結果のイメージ、活用方法概要は議論済み）を実施し

た。 
 自動車排出ガス対策導入における排出量削減効果及び費用対効果は、APRD 及び NAMEM で

JICA 専門家の指導の下で、JICA 専門家と C/P で算定し、相互に比較・検討した。具体的な算定

作業は 2016 年 9 月に実施した。 

 

(3). 自動車燃料の硫黄分測定 

日本等で現在主流となっている自動車大気汚染対策技術には、低硫黄のガソリンおよび軽油が

必須である。燃料の硫黄分濃度は 2014 年に測定したが、2016 年になってウランバートルでも

EURO-V（硫黄分 10ppm 以下）を謳うガソリンスタンドが目立つようになってきたことから、改

めて、硫黄分濃度を測定した。 
ガソリンスタンド店員に EURO-V であるか確認した上で、軽油を 5 箇所で購入し分析した。3

試料は約 2000ppm、最低の試料でも 70ppm であった。EURO-V のみならず EURO-IV にも適合し

ていない。 
低硫黄燃料の導入提案が現在も有効であることを確認したとともに、それが実現するまでの相

応の期間は、高硫黄燃料でも効果がある対策、例えば、「ウランバートル市のディーゼル路線バス

の DPF による黒煙低減計画に関する案件化調査」（以下「JICA 実証化事業」という。）で試験さ

れたコモテック製 DPF 等に頼るしかない事が確認された。 

 

(4). エコドライブの導入 

自動車対策の１つである「エコドライブ」（加速・減速や速度を控えめにした運転方法）を速度、

加速度及び緯度経度を記録できるデーターロガー（ドライブレコーダー）を用いて走行調査を実

施し、その結果を踏まえて、エコドライブの方法、対策効果や今後の普及方策を検討した。 
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(5). 信号制御改良対策 

自動車対策の１つである「交通流円滑化対策」のうち、信号制御改良対策について、現状の信

号制御状況（改良時期を含む）を調査、整理した。 
その結果から、今後の進め方や改良に係る排出量低減効果の検討を進めたい。 

 

(6). 高排出車の運行抑制対策 

自動車対策の１つである「排出係数低減対策」のうち、大気汚染が深刻なウランバートル市内

において高排出車の運行を抑制する対策として、RSD（Remote Sensing Device）を用いた街頭

での排出ガス検査を検討した。 
RSD は、一般的な車検用機器とは異なり、走行状態の車両の排出ガスを瞬時（1 秒以内）で測

定が可能であり、短時間で多量の台数を測定することが可能な装置である。同装置で測定された

値が一定の閾値（今後の調査で設定）を超えた車両に対し、罰則金や運行停止等を課すことで高

排出車の運行が抑制され、大気汚染改善に寄与すると考える。 
RSD を用いた高排出車の運行抑制対策の導入可能性を検討するために、ウランバートル市境の

料金所において、その横に RSD を設置し、通行する全ての車両の排出ガス濃度（測定物質：NO、

CO、HC、PM）を測定する（2017 年 4 月予定）。 
測定した結果を整理し、ウランバートル市内に流入する排出ガス濃度分布を整理するとともに、

高排出車の閾値を検討する。また、RSD 調査の実施場所、実施頻度、罰則金や運行停止等の措置

についても検討する。 
 

 HOB 対策 2.1.4

(1). ボイラに関するセミナーの実施 

電気集塵機の導入に関して APRD が召集した関係者に対し、電気集塵への関心の醸成、導入の

手順などの衆知目的で、次の内容のセミナーを開催した。 
  日時：2016 年 11 月 23 日     場所：APRD  14FL 会議室 
 参加者： 13 人（APRD Staff 除く） 
 内容  (1) 電気集塵機の適用要件（電気抵抗値測定値結果より） 
         (2) 電気集塵機導入のためのガイダンス 
     (3)  導入の課題 

 

(2). 検討の方針 

 HOB よりのダストの排出量を低減する対策としては、下記の 2 点が考えられる。 
（１）ボイラ効率の向上による石炭使用量の減少 
（２）集塵装置などを設置して、煙突よりのダストの排出量を低減する。 

（１）ボイラ効率の向上技術 
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 ほとんどの HOB で、燃焼負荷に応じた空気比の制御が実施されていない。そこで、空気比の

最適化によるボイラ効率の向上を検討する。 
（２）集塵装置 
 モンゴル国内でも、サイクロン、スクラバーなどの集塵装置が設置されている。しかし、集塵

装置が設置されていない HOB も多く、また設置されていても日常保守の不良により十分に活用

されていないケースも見られる。そこで、集塵装置の集塵効率の定量化、および活用のために必

要な技術を検討する。 

 

(3). 空気比の最適化によるボイラ効率向上 

 手動投炭式の HOB では、燃焼状況が不安定であるので、連続投炭式の HOB である DZL でテス

トを行った。試験結果を別添資料 2.10-2 に示すが、空気比を低下させても、ボイラ効率の明確な

向上は見られなかった。DZL では炉体の開口部が大きく、燃焼空気を減少し、炉内ドラフトを増

加させても侵入空気を防止できないことが原因であると推定している。通常使用されている HOB
は投炭口、灰出し口などの開口部が大きく、空気比によるボイラ効率の向上は困難と判断した。 

ただし、Carborobot（排気ファンのみ有する HOB）では、サイト別の排ガス O2 濃度のばらつき

が大きいことに着目し、排ガス酸素濃度の低いサイトを運営している ANU サービスに確認したと

ころ、炉体のシール性を確保することが重要であることが分かった。確認した内容を別添資料

2.10-3 に示す。 

 

(4). 集塵装置の検討 

 サイクロン a.

 サイクロンの集塵効率については、フェーズ 1 で測定を行っており、60%程度の集塵効率があ

ることが確認できている。サイクロンの原理、運用上の注意点、設備費などをまとめた資料を別

添資料 2.10-4 に示す。 

 最近環境省の事業で、モンゴル製の HOB である MUHT を日本の技術で改造し、省エネ、環境

面で優れた温水ボイラの開発を行っている。その中で、モンゴル製のサイクロンの性能向上に取

り組み、集塵効率が 90～95%程度の高効率サイクロンがモンゴルでも実用化されている。 

出典：一般財団法人 海外環境協力センター、平成 27 年度モンゴル国におけるコベネフィット型

環境汚染対策調査支援委託業務調査報告書、2016、環境省 

 概要は別添資料 2.10-5 に示すが、従来のサイクロンの設計の問題点も把握されており、高効率

のサイクロンが、モンゴル国内で調達できることが明らかとなった。 
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 スクラバー b.

 スクラバーについては、集塵効率の調査を APRD の排ガス測定チームと共同で行った。測定結

果、運用上の注意点、設備費などをまとめたものを別添資料 2.10-6 に示す。集塵効率は 60~80%
であった。サイクロンと異なり、スクラバーは脱硫効果も期待できるため、排ガス中の SOx が高

い HOB に対しては、サイクロンを設置することが対策となりうる。 

 しかし、サイクロン、スクラバー共に装置内にダストが堆積してしまうと機能しない。ウラン

バートル市内では、これが原因で機能していない集塵装置も見られる。 

 

 電気集塵機 c.

 電気集塵機の普及に必要な条件として、適用可能な飛灰の電気抵抗値等の HOB の機能上の課題

と共に、モンゴルにおける製作技術の確認が不可欠であるため。設計技術、矩体製作技術、電装

技術等について、APRD の紹介する Khasu Megawabatt khkhk（KM）、Germany Mongolian Training 
Cnter（GMTC）及び Bento Co.の３社の実態を確認した。3 社の電気集塵機製作に対する対応を

表  2.1-5 に示す。 
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表  2.1-5 HOB 用電気集塵機の製作に関する対応 

企業  製作施設等 電装関係技術 ビジネスへの関心 

KM 塔槽類の製作（鋼版３ｍｍ以上の溶

接加工） 石炭火力用集塵機を日本

の設計図で製作の経験あり 

構造設計等の能力はなし 

設計能力なし 

配線工事実績あり 

韓国・中国・日本からの

調達外注 

熱心である 

GMTC 溶接や鉄工技術者の技術訓練所 

溶接施設等あり 

製作図作図能力あり 

電工技術者育成中 

設計分野はなし 

KM 等の下請方式 

Bento 日本技術の集塵機実績あり 

製作は外注方式、電気集塵羽経験な

く評価不可 

実績等なし 

設計能力なし 

当面はない 

 

ウランバートル市における産業用ボイラ市場は未発達で、原図設計能力者も育成されておらず、

鉄工、製缶技術の技術水準は低く、火力発電所等の機器は外国製の設計・製作図で製作している。

電気集塵機の産業用ボイラ向けの実績もない。高圧 DC 電源や槌打機構等複雑な構造を必要とす

る設計製作技術や、通風損失の設計、DC 荷電制御設計等の実績もない。 

この状態の解決のため、APRD は JICA 指導によるモデル機の国内製作を提案、設置候補として

＃41School を選定した。当 HOB は湿式集塵方式、１基の誘引通風機による人力投炭・手掻払出の

温水暖房用ボイラとしては原始的な缶であると共に、石炭ヤ―ドも屋外無蓋で不適切である。ま

た近隣住民から降下煤塵等の公害苦情があるため、工学的及びモデル機としての適性から不適当

と判定した。APRD 側に新たな候補 HOB の選定をするよう助言している。モンゴル国における

HOB 用集塵機の導入には、建設コストの削減、エンジニアリング（設計等）の習得、電装品のモ

ンゴル国内調達等の課題の解消の検討が先決である。 

 

(5). 対策の周知、活用状況 

ボイラの大気汚染対策は、排出基準の強化ののみでは解決しない。日本の対策経験は、企業の

自助努力、技術開発のための公的資金、融資制度、技術管理者制度、外国技術の技術提携導入な

どの集積した成果である。HOB は、集塵機を取巻く関連する工学的条件、資金、製作技術、既設

缶やシステムの改造が要件であり、大きな課題である。本活動における高性能集塵機導入による

対策の周知は、バックグランドの未成熟や APRD の機構改革もあったため、特に電気集塵技術で

は具体的な成果として言及するものはない。   
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(6). 今後の課題 

 集塵対策は、燃料、燃焼法、運転管理、制御等に深く関わっており、各々に多面的な対策が求

められる。信頼ある検収技術や運転管理技能まで含む総括的な対策が求められる。普及には電気

集塵機市場の育成が必要である。日本企業からは市場規模が小さいため、モンゴルへの参入が期

待できない状況である。参入障壁が低い中国や韓国からの海外企業による電気集塵機に必要な整

流器の輸入などの技術移転等の方策を必要とする。 

 

(7). HOB 対策の提案 

  2.1.4 (1)～(6)の検討結果から、HOB に対しては次の 3 点を対策として提案した。 

 提案１：高効率サイクロンの設置 a.

 最適設計されたサイクロンは 90%以上の集塵効率が期待できる。また水を使用するスクラバー

よりも設備管理が容易であり、設備費も安価である。 

 提案 2：スクラバーの設置 b.

 スクラバーは、サイクロンよりも高価であるが、排ガス中の SOx を低減できる。 

 提案 3：既設の集塵装置の戦力化 c.

 サイクロン、スクラバーなどの集塵装置が設置されているが、十分に機能していない HOB が存

在する。このような HOB については、設備管理を改善することにより集塵機能を発揮させる必要

がある。必要な設備管理の内容については、それぞれ別添資料 2.10-4 及び 2-10-6 にまとめている

が、排ガスより回収したダストを、装置内に貯めることなく排出することが重要である。 

 

(8). 対策の活用および定着に関する活動 

 ボイラ運転者を対象とした周知活動 a.

  APRD では毎年ボイラの運転者を対象に、ボイラの運転に関する講習会を実施している。 

2016年4月に実施した講習会の中で、 2.1.4 (7)の提案１～3についてのセミナーを行っている。

セミナーの資料を別添資料 2.10-7 に示す。なお、本講習会での周知活動は APRD 独自に行って

いる。 

 ボイラ監査への活用 b.

  ウランバートル市監査庁は、APRD、地域的エンジニアリング供給行政局とともに HOB に対

して監査を行い、大気汚染等の規制値を超える HOB に対しては、是正の指示を出している。2015
年度の冬の監査より、排ガス測定結果でダスト濃度が規制値を超えている場合には、対策 1~3
が監査報告書に盛り込まれるようになった。 
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 HOB 対策の OJT c.

 監査庁では、監査と同時に、実施すべき対策について各事業者よりの相談に応じている。2017
年 2 月の活動では、監査庁の HOB 担当監査官である Narangerel 氏および環境担当の監査官ととも

に、相談を受けた事業所、来年度に重点的に監査を実施しようとしている事業所などを訪問した。

実際にどのような対策をとるべきか一緒に検討を行った。この活動を通じて、監査庁担当者の

HOB の対策に対する理解は深まったと考えられる。また本活動のなかで監査庁と議論したことに

より、監査庁による是正処置の指導は、画一的なものではなく、事業所の事情（資金、人的資源

など）を考慮して指示が出されることを確認することができた。 

 本活動の報告書を別添資料 2.10-8 に示す。 

 大気汚染対策案に関する協議会での報告 d.

 上記の提案１～３については、APRD と議論を行い、対策案が固まったため、2016 年 5 月 20
日に実施された大気汚染対策案に関する協議会で APRD の Batsaya 氏が報告を行い、2017 年の

ウランバートル市の大気汚染削減計画として活動することになった。 

 協議会で APRD が報告した資料を別添資料 2.4-2 に示す。なおこの時点では、2.10.1.6 に記載

した高効率サイクロンについての情報が未入手であったので、それ以前の知見であった集塵効率

60%で報告している。 

＊高効率サイクロンの情報が整理できたのは 2017 年 1 月である。 

 

(9). 今後の課題 

 HOB 監査について a.

HOB に関する関係機関と役割は表  2.1-6 のようになる。 

 

表  2.1-6 監査の体制と役割 

機関 役割 

市監査庁 ・ボイラ認定監査結果の取りまとめ 

・ボイラ施設に対して、改善命令、勧告を発出 

・ボイラ認定監査を関係機関に報告 

APRD ・ボイラ排ガス測定 

・市監査庁にボイラ排ガス測定結果の報告 

・ボイラ施設登録情報の取りまとめ 

・ボイラ施設登録情報を市監査庁に報告 

・大気汚染対策技術の検討 

地域的ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ供給 ・排ガス測定を除くボイラ認定監査に同行し、HOB 設備が建設基準に
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行政局 沿った設備か確認する。 

・HOB 設備が基準を満たしていない場合、改善指導する。 

各区 監査課 ・排ガス測定を除くボイラ認定監査 

・市監査庁にボイラ排ガス測定を除くボイラ認定監査結果の報告 

・改善命令の履行状況を確認 

インフラ都市整

備課 

・HOB の所在地の確認、ボイラ施設リストの作成及び訪問先の事前連

絡 

・排ガス測定を除くボイラ認定監査に同行し、ボイラ登録及び施設の情

報を更新 

・APRD にボイラ登録および施設の情報を報告 

出典：JICA 専門家チーム 

このなかで、具体的な対策を検討する APRD/地域的エンジニアリング供給行政局の機能も重要

である。 

地域的エンジニアリング供給行政局は、HOB の熱効率などの改善については、その機種に応じ

た改善対策を提示する必要がある。この点で、地域的エンジニアリング供給行政局が対応できる

技術を保有しているか確認ができてない。この背景には、2015 年度の監査には地域的エンジニア

リング供給行政局は参加しておらず、プロジェクトとしてもコンタクトが不足していた。 

APRD についても、集塵設備のみならず、その機種に適した環境対策を提示することが、さら

に環境向上のためには必要である。例えば、同一機種の HOB においても、ダスト濃度の差が存在

しており、その要因を、排ガス測定などを通じて検討していくことが重要と考えられる。 

 

2.2 大気汚染対策案の評価 

JICA 専門家チームは、15 個の大気汚染対策案を立案し、表  2.2-1 に示す設定に基づいて排出量

及び濃度低減効果を検証した。 
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表  2.2-1 大気汚染対策案の設定 

No 対策案 
対象発生

源 
汚染物質の削減量設定 

凝縮性ダストの考慮

の設定 

1-1 
UB 市全体へ

の改良燃料の

導入 

家庭用小

型ストー

ブ 

燃焼試験の結果を適用 
燃料使用量:石炭使用時の 82% 
SO2 排出係数:石炭使用時の 25% 
PM 排出係数 (kg/ton):0.93( 旧型ストー

ブ),0.27(改良型ストーブ) 

凝縮性ダストは対策

前から 63.75%減少さ

せる 

1-2 
一部の地域へ

の改良燃料の

導入 

家庭用小

型ストー

ブ 

拡散計算結果でストーブからの濃度が高

かったホロー(約 16 万トン分に相当)に改

良燃料を導入する設定。 

その他の設定は 1-1 と同じ。 

1-1 と同じ設定 

2 
バスへの DPF
の設置 

自動車排

出ガス 

DPF を設置していない時と設置した時の

車載型排出ガス測定結果より、バスからの

PM 排出量が 80%減少 

排出量削減量に応じ

て減ると推定 

3 
EURO4バスの

導入 
自動車排

出ガス 
全てのバスに対して、Ecobus の車載計調査

での原単位を適用する。 
排出量削減量に応じ

て減ると推定 

4 

アムガラン熱

供給施設の稼

働による HOB
の廃止 

HOB 
2013 年のマスタープランに掲載された範

囲に熱供給されるとして、その範囲内の

HOB を廃止 (排出量=0) 

廃止の HOB からの排

出量は 0 
その他の HOB は変わ

らない 

5 
HOB へのサイ

クロン導入 
HOB ダストの捕集効率 60%  

凝縮性ダストの量は

変わらないと推定 

6 
HOB への湿式

スクラバーの

導入 
HOB ダストの捕集効率 70% 

排出量削減量に応じ

て減ると推定 

7 
低硫黄燃料の

導入 
自動車排

出ガス 

ガソリン及び軽油の硫黄分がそれぞれ

1/20 及び 1/1001になると設定 

設定により、SO2 排出量減少、高硫黄燃料

による触媒の損傷がなくなると設定 

排出量削減量に応じ

て減ると推定 

8 
エコドライブ

の推奨 
自動車排

出ガス 

日本での調査結果に基づき、ガソリン車の

燃費と SO2 が 12%低減、ディーゼル車の

燃費と SO2 が 21%、NOx が 35%、PM が

45%低減する設定 

排出量削減量に応じ

て減ると推定 

                                                  
1 ガソリンの硫黄分: 現在使用の 200ppm から EURO4 燃料相当の硫黄分 10ppm に改善される設定 

軽油の硫黄分: 現在使用の 1000ppm から EURO4 燃料相当の硫黄分 10ppm に改善される設定 
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9 
石炭ガスへの

燃料転換 
HOB 

石炭使用時の熱量と同量のガス量を使用

する設定 
排出係数は石炭ガスを使った HOB の排ガ

ス測定結果を適用 

排出量削減量に応じ

て減ると推定 

10 
第 2 第 3 火力

発電所の集塵

装置の改善 

火力発電

所 

集塵装置改善案 (Error! Reference source 
not found.)に基づいた発電所別の集塵効率

を適用する。 

凝縮性ダストの量は

変わらないと推定 

11 
低排出ガス車

の導入 
自動車排

出ガス 
製造年が 2005 年以前の自動車を 2005 年規

制(新長期規制)に変更する。 
排出量削減量に応じ

て減ると推定 

12 
Dust 発生量の

少 な い 着 火

材? 

家庭用小

型ストー

ブ 

No1 (改良燃料の導入)を実施の上で、燃焼

試験に基づいた排出係数を適用する。 
排出量削減量に応じ

て減ると推定 

13 
ゲル地区のア

パート化 

家庭用小

型ストー

ブ 

大気汚染対策重点地域のゲル・建物世帯数

を０にする。 
排出量削減量に応じ

て減ると推定 

14 

信号制御シス

テムの改善に

伴う旅行速度

の上昇 

自動車排

出ガス 
旅行速度が 30km/h 以下の道路の旅行速度

が 5km/h 上昇 
排出量削減量に応じ

て減ると推定 

15 RSD の導入 
自動車排

出ガス 

RSD 導入により、排出ガス不適合車が見つ

かり、定期的な点検・整備により、車両の

劣化が抑えられる設定 

排出量削減量に応じ

て減ると推定 

出典：JICA 専門家チーム 

 

対策案を効率的に評価するために、大気汚染対策評価シートを作成した。15 件の評価を表  2.2-2
に示す。 
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表  2.2-2 大気汚染対策案検討結果シート 

大気汚染対策案検討結果シート 

対策案名称: (1-1) 改良燃料の導入 

対象発生源: 家庭用小型ストーブ 

発生源インベントリ更新のための設定 (対象範囲、活動量、排出係数等) 

家庭用小型ストーブで使用している石炭がすべて改良燃料 (セミコークスブリケット) に転換され

た場合を想定。 

燃料使用量は石炭使用時の 82%、SO2 排出係数は石炭使用時の 25%に減少。 

PM の排出係数は 0.93kg/ton (旧型ストーブ) 及び 0.27kg/ton (改良型ストーブ) 

排出量削減効果 

 
削減量は 3,758.62 トンであり、削減率は 78.72%であった。 

凝縮性ダストの考慮に関する設定 

排出量の削減に伴い、凝縮性ダストも削減される設定。 

対策に要する費用: 170 億 4490 万 Tg (8 億 1166 万円) 

ストーブでの石炭使用量は 968,450 トンであり、この石炭をすべて改良燃料に転換した際、改良燃料

の使用量は 794,130 トンに削減されると見込まれる。改良燃料及び石炭の価格はそれぞれ

180,000Tg/ton、130,000Tg/ton に設定する。改良燃料に転換した際の使用者の費用負担は以下の通り。 

180,000*794,130-130,000*968,450 = 17,044,900,000Tg 

費用対効果: 453.5 万 Tg/ton (21.6 万円/ton) 

総合評価 (経済的及び技術的な実施可能性など) 

排出量及び濃度の低減効果はかなり高いが、燃料転換の推進、生産量の確保、及び高品質の燃料製

造が鍵となる。燃料転換の推進のためには、生産者及び購入者に対して行政から補助金等による支

援が必要である。生産量が確保され、単価が下がれば、費用対効果も向上することが見込まれる。

また、改良燃料による排出量及び濃度低減効果を得るために、改良燃料製造に関する MNS の改訂、

基準項目の追加など、石炭より PM 排出係数の大きい改良燃料の製造・流通を防止するための対策

の強化が必要である。 
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拡散計算結果及び濃度低減効果 

 

 
 

 対策前 対策後 低減量 

最大着地濃度 184.77 46.91 137.86 

PWE 99.17 25.70 73.47 
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大気汚染対策案検討結果シート 

対策案名称: (1-2) 一部地域への改良燃料の導入 

対象発生源: 家庭用小型ストーブ 

発生源インベントリ更新のための設定 (対象範囲、活動量、排出係数等) 

一部の地域において、家庭用小型ストーブで使用して

いる石炭がすべて改良燃料 (セミコークスブリケッ

ト) に転換された場合を想定。 

燃料使用量は石炭使用時の 82%、SO2 排出係数は石炭

使用時の 25%に減少。 

PM の排出係数は 0.93kg/ton (旧型ストーブ) 及び

0.27kg/ton (改良型ストーブ) 

今年の第 1 次優先対象地域 (黒線内の地域) の内、家庭用小型ストーブからの拡散計算結果の濃度が

高かった地域を対象地域に選定 (赤線内の地域)。 

排出量削減効果 

 

削減量は 549.18 トンであり、削減率は 11.50%であった。 

凝縮性ダストの考慮に関する設定 

排出量の削減に伴い、凝縮性ダストも削減される設定。 

対策に要する費用: 29 億 138 万 Tg (1 億 2816 万円) 

対象地域内でのストーブでの石炭使用量は約 164,854 トンであり、この石炭をすべて改良燃料に転換

した際、改良燃料の使用量は 135,180 トンに削減されると見込まれる。 

改良燃料に転換した際の使用者の費用負担は以下の通り。 

180,000*135,180-130,000*164,854 = 2,901,380,000Tg 

費用対効果: 528.3 万 Tg/ton (25.1 万円/ton) 

総合評価 (経済的及び技術的な実施可能性など) 

対象地域内のみでの排出量低減効果は高いが、対策地域外からの汚染物質の流入によって濃度低減

が抑制されている。それでもある程度の濃度低減効果が見込まれる。すべての地域で導入したケー

スと比較して、費用対効果に大きな差は見られないため、UB 市全体への改良燃料導入前にパイロッ

ト地域での削減効果を検証することが現実的である。 
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拡散計算結果及び濃度低減効果 

 

 
 

 対策前 対策後 低減量 

最大着地濃度 184.77 121.35 63.42 

PWE 99.17 68.98 30.19 

 



モンゴル国ウランバートル市大気汚染対策能力強化プロジェクトフェーズ２ 

技術協力成果品 09:大気汚染対策案、技術審査ガイドライン 
  

  

（株）数理計画 30 

大気汚染対策案検討結果シート 

対策案名称: (2) 公共バスへの DPF 導入 

対象発生源: 自動車排出ガス 

発生源インベントリ更新のための設定 (対象範囲、活動量、排出係数等) 

大型バス 1,729 台に対する DPF 設置に伴い、PM の排出係数が 80%削減される設定。 

但し、本プロジェクトで効果を測定した DPF のように、UB の高硫黄軽油、冬期の低温でも継続利

用でき、かつ削減効果が高いことが UB 市で確認済の DPF を設置した場合に限る。 

排出量削減効果 

 

削減量は 75.90 トンであり、削減率は 27.93%であった。 

凝縮性ダストの考慮に関する設定 

排出量の削減に伴い、凝縮性ダストも削減される設定。 

対策に要する費用: 302 億 4540 万 Tg (14 億 4026 万円) 

JICA 案件化調査より、1 台当たりの DPF 設置費用: 83.3 万円 (1749.3 万 Tg) 

17,493,000Tg/台*1729 台 = 30,245,397,000Tg 

 

費用対効果: 3 億 9849 万 Tg/ton (1,898 万円/ton) 

総合評価 (経済的及び技術的な実施可能性など) 

DPF 設置には費用が掛かり、かつ、UB 市全体に対する排出量及び濃度低減効果は大きくない。一方、

バス停等道路近傍での大気汚染を改善するためには必要な対策であり、道路近傍での濃度分布を検

証するための方法を確立する必要がある。 
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拡散計算結果及び濃度低減効果 

 

 
 

 対策前 対策後 低減量 

最大着地濃度 72.13 46.89 25.24 

PWE 17.09 12.40 4.69 
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大気汚染対策案検討結果シート 

対策案名称: (3) 大型バスへの EURO4 エンジンの導入 

対象発生源: 自動車排出ガス 

発生源インベントリ更新のための設定 (対象範囲、活動量、排出係数等) 

大型バス 1,729 台に対して EURO4 エンジンの導入に伴い、PM 及び NOx の排出原単位が Ecobus で

実施した車載計調査結果となる設定。 

排出量削減効果 

 

削減量は 77.05 トンであり、削減率は 28.35%であった。 

凝縮性ダストの考慮に関する設定 

排出量の削減に伴い、凝縮性ダストも削減される設定。 

対策に要する費用: 4654 億 0357.5 万 Tg (221 億 6207.5 万円) 

EURO4 エンジンバス購入費用(Ecobus を想定): 2 億 6917.5 万 Tg (1,282 万円) 

269,175,000Tg*1,729 台 = 465,403,575,000Tg 

費用対効果: 60 億 4028 万 Tg/ton, (2 億 8763.2 万円) 

総合評価 (経済的及び技術的な実施可能性など) 

EURO4 バス導入には費用が掛かり、かつ、UB 市全体に対する排出量及び濃度低減効果は大きくな

い。一方、バス停等道路近傍での大気汚染を改善するためには必要な対策であり、道路近傍での濃

度分布を検証するための方法を確立する必要がある。 
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拡散計算結果及び濃度低減効果 

 

 
 

 対策前 対策後 低減量 

最大着地濃度 72.13 46.67 25.46 

PWE 17.09 12.28 4.81 
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大気汚染対策案検討結果シート 

対策案名称: (4) Amgalan 熱供給施設からの熱供給による HOB の廃止 

対象発生源: HOB 

発生源インベントリ更新のための設定 (対象範囲、活動量、排出係数等) 

2013 年のマスタープランに掲載された範囲(赤点線範

囲内)に熱供給されるとして、その範囲内の HOB を廃

止(排出量=0 とする)。対象ボイラは全 276 ボイラ中 77

ボイラである。 

赤三角が Amgalan 熱供給施設、赤丸が HOB の位置で

ある。 

 

排出量削減効果 

 

削減量は 336.75 トンであり、削減率は 36.44%であった。 

凝縮性ダストの考慮に関する設定 

排出量の削減に伴い、凝縮性ダストも削減される設定。 

対策に要する費用: 78 億 8580 万 Tg (3 億 7551 万円) 

アムガラン熱供給施設での石炭使用に係る費用から HOB での石炭使用にかかる費用を節約できた

と設定。 

(アムガラン熱供給施設での石炭使用量 – HOB での石炭使用量)*130,000 

= (109,733ton – 49,073ton) * 130,000Tg/ton = 7,885,800,000Tg 

費用対効果: 2,341.7 万 Tg/ton (111.5 万円/ton) 

総合評価 (経済的及び技術的な実施可能性など) 

HOB に代わる熱供給による濃度削減効果はある程度見込まれるが、排出量を 1 トン減らすためのコ

ストはやや高い。これは、高い煙突が設置されたことにより Amgalan からの排ガスは広く拡散しそ

の分だけ濃度が低減するものとみられる。一方、遠方への供給による熱損失も考えられるため、HOB

で使用していた以上に石炭を使うことになるものと想定される。 
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拡散計算結果及び濃度低減効果 

 

 
 

 対策前 対策後 低減量 

最大着地濃度 12.99 10.47 2.52 

PWE 4.85 2.72 2.13 
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大気汚染対策案検討結果シート 

対策案名称: (5) サイクロンの導入 

対象発生源: HOB 

発生源インベントリ更新のための設定 (対象範囲、活動量、排出係数等) 

排ガス処理装置が設置されていないすべてのボイラ 164 基に対してサイクロンを導入。サイクロン

の除塵効率は 60%に設定。 

排出量削減効果 

 

削減量は 477.23 トンであり、削減率は 51.64%であった。 

凝縮性ダストの考慮に関する設定 

サイクロンで捕集できるのは粒子状物質のみであるため、凝縮性ダストの量は対策前と同じと設定。 

対策に要する費用: 9 億 7416 万 Tg (約 4,639 万円) 

サイクロン未設置ボイラは比較的小容量のボイラが多いため、サイクロン 1 台設置費用は 0.4 及び

0.7MW 用の価格を単純平均した値 (5,940,000Tg)を用いた。 

5,940,000Tg*164 基=974,160,000Tg 

費用対効果: 204.1 万 Tg/ton (約 9.7 万円/ton) 

総合評価 (経済的及び技術的な実施可能性など) 

すべての HOB に対してサイクロンを導入した場合の費用対効果は大きいが、各施設にサイクロンを

導入するためには、各施設の所有者への勧告、国や市による補助金等の導入促進策が必要である。

また、プロジェクトによるサイクロンの効率向上に関する技術移転が進んでおり、その技術移転内

容が適用されれば更に高い集塵効率が期待できる。 

一方、HOB による影響の大きい地域への集中的な導入であれば、施設の周辺地域の濃度低減効果が

期待できる。 
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拡散計算結果及び濃度低減効果 

 

 
 

 対策前 対策後 低減量 

最大着地濃度 12.99 8.17 4.72 

PWE 4.85 3.10 1.76 
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大気汚染対策案検討結果シート 

対策案名称: (6) スクラバーの導入 

対象発生源: HOB 

発生源インベントリ更新のための設定 (対象範囲、活動量、排出係数等) 

排ガス処理装置が設置されていないすべてのボイラ 164 基に対して湿式スクラバーを導入。スクラ

バーの除塵効率は 70%に設定。 

排出量削減効果 

 

削減量は 556.94 トンであり、削減率は 60.26%であった。 

凝縮性ダストの考慮に関する設定 

湿式スクラバーにより、粒子状物質以外のガス状物質も捕集できるとみなし、排出量の削減に伴い、

凝縮性ダストも削減される設定。 

対策に要する費用: 60 億 1503 万 Tg (約 2 億 8643 万円) 

排ガス処理装置未設置ボイラは比較的小容量のボイラが多いため、スクラバー1 台設置費用は

0.7MW 用の価格 (36,677,000Tg)を用いた。 

36,677,000Tg*164 基=6,015,028,000Tg 

費用対効果: 1080.0 万 Tg/ton (51.4 万円) 

総合評価 (経済的及び技術的な実施可能性など) 

PM10 排出量を 1 トン削減するためのコストは、サイクロンを導入した場合の約 5 倍であり、費用対

効果は小さい。また、処理するための水を安定的に確保し、適切な排水処理ができることが設置の

条件となる。 

一方、サイクロン同様、HOB による影響の大きい地域への集中的な導入であれば、施設の周辺地域

の濃度低減効果は期待できる。 
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（株）数理計画  39 

拡散計算結果及び濃度低減効果 

 

 
 

 対策前 対策後 低減量 

最大着地濃度 12.99 5.57 7.42 

PWE 4.85 2.15 2.70 
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（株）数理計画 40 

大気汚染対策案検討結果シート 

対策案名称: (7) 自動車に対する低硫黄燃料の導入 

対象発生源: 自動車排出ガス 

発生源インベントリ更新のための設定 (対象範囲、活動量、排出係数等) 

EURO4 相当の燃料を導入すると想定して、軽油・ガソリン硫黄分の上限はともに 10ppm となる。そ

のため、すべての自動車に対して、SO2 排出量が 1/100 (軽油)及び 1/20 (ガソリン)に減少し、高硫黄

燃料による触媒損傷がなくなり、触媒の機能が戻ると設定。 

排出量削減効果 

 

削減量は 154.82 トンであり、削減率は 56.97%であった。 

凝縮性ダストの考慮に関する設定 

排出量の削減に伴い、凝縮性ダストも削減される設定。 

対策に要する費用: 161 億 9520 万 Tg (7 億 7120.0 万円) 

EURO4 の基準を満たした燃料の価格は、現在市中で販売されている燃料と比較して 42Tg/L (2 円)値

上がりしたと設定する。ガソリン及び軽油の年間使用量はそれぞれ 205,398.52 トン及び 92,201.65 ト

ンであり、また、プロジェクトでの分析結果から、ガソリン及び軽油の比重をそれぞれ 0.7519 及び

0.8201 と設定すると、 

(205,398.52*103kg/0.7519kg/L+92,201.65*103kg/0.8201kg/L) *42Tg/L = 16,195,199,239Tg  

費用対効果: 1 億 460.7 万 Tg/ton (498.1 万円/ton) 

総合評価 (経済的及び技術的な実施可能性など) 

自動車排出ガス対策の中で、排出量及び濃度の低減効果が比較的高かった。この施策を導入するた

めには、液体燃料に関する MNS の改訂、EURO4 基準を満たした燃料が適切に輸入されるための管

理が必要である。輸送管理方法次第では値上がり額が変動する可能性も含んでいる。 
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（株）数理計画  41 

拡散計算結果及び濃度低減効果 

 

 
 

 対策前 対策後 低減量 

最大着地濃度 72.13 30.93 41.20 

PWE 17.09 7.69 9.41 
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（株）数理計画 42 

大気汚染対策案検討結果シート 

対策案名称: (8) エコドライブの推奨 

対象発生源: 自動車排出ガス 

発生源インベントリ更新のための設定 (対象範囲、活動量、排出係数等) 

日本での調査結果に基づき、ガソリン車の燃費と SO2 が 12%低減、ディーゼル車の燃費と SO2 が

21%、NOx が 35%、PM が 45%低減する設定。 

排出量削減効果 

 

削減量は 122.29 トンであり、削減率は 45.00%であった。 

凝縮性ダストの考慮に関する設定 

排出量の削減に伴い、凝縮性ダストも削減される設定。 

対策に要する費用: 5296.5 万 Tg (252.2 万円) 

エコドライブ推進のための講義 50 回*1h(50 人対象)の講師謝礼 150,000Tg/回と設定 

エコドライブのテストのためのドライブレコーダー50 台の購入費 909,300Tg/台(43,300 円/台) 

150,000Tg*50+909,300Tg*50 = 52,965,000Tg 

費用対効果: 43.3 万 Tg/ton, (2.1 万円/ton) 

総合評価 (経済的及び技術的な実施可能性など) 

エコドライブによる排出量削減及び濃度低減効果は大きい。また、費用対効果も大きいが、対策の

特性上、エコドライブの可視化がドライブレコーダーによるものに限られている。また、運転手の

意識次第でエコドライブが促進されるか否かが決まるため、排出量及び濃度低減効果には大きな幅

があると想定される。 
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（株）数理計画  43 

拡散計算結果及び濃度低減効果 

 

 
 

 対策前 対策後 低減量 

最大着地濃度 72.13 40.72 31.41 

PWE 17.09 9.83 7.27 
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（株）数理計画 44 

大気汚染対策案検討結果シート 

対策案名称: (9) 石炭ガスへの燃料転換 

対象発生源: HOB 

発生源インベントリ更新のための設定 (対象範囲、活動量、排出係数等) 

石炭使用時の熱量と同量のガス量を使用する設定 

排出係数は石炭ガスを使った HOB の排ガス測定結果を適用 

石炭ガス製造プラントから半径 10km 以内（濃度分布図の青丸で示した範囲内）の HOB を石炭ガス

供給範囲とする。 

排出量削減効果 

 

削減量は 364.05 トンであり、削減率は 39.39%であった。 

凝縮性ダストの考慮に関する設定 

排出量の削減に伴い、凝縮性ダストも削減される設定。 

対策に要する費用: 37 億 9112.3 万 Tg (1 億 8053.0 万円) 

Grand Power のカタログによると、ガス供給に要する費用は 65Tg/m3 であった。そこで、ガス供給量

にこの費用を乗じた値と、石炭購入価格の差を求めた。 

ガス：167,144,963m3*65Tg/m3 = 10,864,422,600Tg 

石炭：54,410ton*130,000Tg/ton = 7,073,300,000Tg 

この差は 3,791,122,600Tg であった。 

費用対効果: 1041.4 万 Tg/ton, (49.6 万円/ton) 

総合評価 (経済的及び技術的な実施可能性など) 

排出量及び濃度削減に対する効果は大きいとみられる。ガス供給にかかる費用が高いため、サイク

ロンの導入と比較した費用対効果は小さいが、その他の HOB 対策に比べて費用対効果は高い。広範

囲にガス供給を実施する場合、供給方法によって、単価に差が出てくるものと思われる。また、他

の燃料と比較して、爆発のリスクが高いため、安全に供給できる仕組みが必要となる。 
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（株）数理計画  45 

拡散計算結果及び濃度低減効果 

 

 
 

 対策前 対策後 低減量 

最大着地濃度 12.99 12.57 0.42 

PWE 4.85 3.79 1.06 

 



モンゴル国ウランバートル市大気汚染対策能力強化プロジェクトフェーズ２ 

技術協力成果品 09:大気汚染対策案、技術審査ガイドライン 
  

  

（株）数理計画 46 

大気汚染対策案検討結果シート 

対策案名称: (10) 第 2 及び第 3 火力発電所へのバグフィルタの導入 

対象発生源: 火力発電所 

発生源インベントリ更新のための設定 (対象範囲、活動量、排出係数等) 

第 2 火力発電所：1 号及び 2 号ボイラにはすでにバグフィルタが設置されているため、3 号～5 号ボ

イラにバグフィルタが設置されると設定。 

第 3 火力発電所：各ボイラ 13 基に対してすべてバグフィルタが設置されると設定。 

バグフィルタの集塵効率は 99.8%とする。 

排出量削減効果 

 
削減量は 12,051.72 トンであり、削減率は 56.81%であった。 

凝縮性ダストの考慮に関する設定 

バグフィルタで捕集できるのは粒子状物質のみであるため、凝縮性ダストの量は対策前と同じと設

定。 

対策に要する費用: 256 億 2000 万 Tg (12 億 2000 万円) 

第 2 火力: 5,775,000,000Tg (2 億 7500 万円)、第 3 火力: 19,845,000,000Tg (9 億 4500 万円) 

日本国内で製造した場合のバグフィルタ本体参考価格であり、設置工事費、輸出経費、予備費及び

試運転の経費は含まれていない。 

また、ガス速度の設計条件はメーカーによって異なっており、ろ布の材質も様々である。 

さらにボイラの燃焼条件、負荷等の制約条件にも留意が必要である。 

費用対効果: 212.6 万 Tg/ton (10.1 万円) 

総合評価 (経済的及び技術的な実施可能性など) 

バグフィルタの導入により火力発電所からの排出量を削減する効果は高いと言える。 

また、煙突が高いため、広い範囲での濃度低減効果が期待できる。 

一方で、電力及び温水の供給の為、一括の導入は不可能であり、一部ボイラを運転停止にして段階

的に実施する必要がある。 

また、これらの設備を発電所自身が負担することはできないため、海外のドナーなどの資金及び技

術的な援助が必要である。 
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（株）数理計画  47 

拡散計算結果及び濃度低減効果 

 

 
 

 対策前 対策後 低減量 

最大着地濃度 32.84 14.06 18.78 

PWE 2.36 0.82 1.54 
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（株）数理計画 48 

大気汚染対策案検討結果シート 

対策案名称: (11) 低排出ガス車の導入 

対象発生源: 自動車排出ガス 

発生源インベントリ更新のための設定 (対象範囲、活動量、排出係数等) 

製造年が 2005 年以前の乗用車 116,533 台に対して、日本の 2005 年排出ガス規制に該当する乗用車に

乗り換えたと想定。 

排出量削減効果 

 

削減量は 56.98 トンであり、削減率は 20.97%であった。 

凝縮性ダストの考慮に関する設定 

排出量の削減に伴い、凝縮性ダストも削減される設定。 

対策に要する費用: 9322 億 6400 万 Tg (776 億 8867 万円) 

2008 年ごろ製造の低排出ガス車購入価格が 800 万 Tg であることから、 

8,000,000Tg*116,533 台 = 932,264,000,000Tg 

費用対効果: 163 億 6125 万 Tg/ton (13 億 6344 万円/ton) 

総合評価 (経済的及び技術的な実施可能性など) 

UB 市では製造年が古い乗用車が今なお走っており、大気汚染の原因となっている。 

しかし、費用対効果は他の自動車に比べて低く、個別に高価な車に買い替えるには負担が大きい。

一方、バス停等道路近傍での大気汚染を改善するためには必要な対策であり、道路近傍での濃度分

布を検証するための方法を確立し、国や市からの補助金等による導入促進策が必要である。 
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（株）数理計画  49 

拡散計算結果及び濃度低減効果 

 

 
 

 対策前 対策後 低減量 

最大着地濃度 72.13 54.12 18.01 

PWE 17.09 13.02 4.08 
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（株）数理計画 50 

大気汚染対策案検討結果シート 

対策案名称: (12) Dust 発生量の少ない着火材の導入 

対象発生源: 家庭用小型ストーブ 

発生源インベントリ更新のための設定 (対象範囲、活動量、排出係数等) 

家庭用小型ストーブで使用している石炭がすべて改良燃料 (セミコークスブリケット) に転換され

た上で、Dust 発生量が少ない着火材を導入することにより、PM 排出量のさらなる削減が期待され

る。改良燃料及び改良着火材に関する設定は以下の通りである。 

改良燃料の使用量は、石炭使用時の 82%、SO2 排出係数は石炭使用時の 25%に減少する。 

改良燃料を使ったストーブからの PM の排出係数は 0.93kg/ton (旧型ストーブ) 及び 0.27kg/ton (改良

型ストーブ) する。また、改良着火材を使ったストーブからの PM 排出係数は、2.87g/ton とする。 

排出量削減効果 

 
削減量は 293.76 トンであり、削減率は 28.91%であった。 

凝縮性ダストの考慮に関する設定 

排出量の削減に伴い、凝縮性ダストも削減される設定。 

対策に要する費用: 808 億 4402 万 Tg (38 億 4971.5 万円) 

改良着火材(500g に設定)が 1 つ 500Tg、従来の木材が一袋(15kg に設定)5000Tg と設定すると、 

改良着火材購入費用 121,266.03ton/0.0005*500=121,266,030,000Tg 

従来の木材購入費用 121,266.03ton*5000Tg/0.015ton=40,422,010,000Tg 

従って、改良着火材に転換した際の使用者の費用負担は以下の通り。 

121,266,030,000Tg - 40,422,010,000 = 80,844,020,000Tg 

費用対効果: 2 億 7520.4 万 Tg/ton, (1310.5 万円/ton) 

総合評価 (経済的及び技術的な実施可能性など) 

すすの出にくい着火材への転換により、PM10 の排出量は更に削減されるが、従来の木材よりも高価

であるため、費用対効果としてはあまり良くない。濃度の高い地域での試験導入の評価を基に UB

市全体への導入の有無を検討する必要がある。また、プロジェクトの排ガス測定で、着火材の個体

別 PM 排出濃度には大きな差があった。改良着火材による排出量及び濃度低減効果を得るために、

従来の木材より PM 排出係数の大きい改良着火材の製造・流通を防止するための対策を講じる必要

である。 
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（株）数理計画  51 

拡散計算結果及び濃度低減効果 

 

 
 

 対策前 対策後 低減量 

最大着地濃度 184.77 38.87 145.90 

PWE 99.17 21.25 77.92 
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（株）数理計画 52 

大気汚染対策案検討結果シート 

対策案名称: (13) ゲル・戸建からアパートへの住み替え、中央系統への接続 

対象発生源: 家庭用小型ストーブ 

発生源インベントリ更新のための設定 (対象範囲、活動量、排出係数等) 

第 1 優先地区のゲルや戸建てがすべてアパートに建て替えられ、アパートへの熱供給はすべて中央

系統によって行われる場合を想定。 

優先地域のゲル及び戸建の世帯数が 0 になると設定。 

排出量削減効果 

 
削減量は 2,762.52 トンであり、削減率は 57.86%であった。 

凝縮性ダストの考慮に関する設定 

排出量の削減に伴い、凝縮性ダストも削減される設定。 

対策に要する費用: 1 兆 9968 億 Tg (950 億 8571.4 万円) 

第 1 優先地区のゲル及び建物 124,797 世帯を、中央系統に接続したアパートに移す場合に必要なアパ

ート（50 世帯／棟）の数は 2,496 棟。アパートを開発するために必要な広さを 800m2、1m2 開発す

るのに必要な価格を 100 万 Tg/m2 とすると、アパート開発の費用は以下の通りとなる。 

2,496 棟*800m2*100 万 Tg/m2 = 1,996,800,000,000Tg 

費用対効果: 7 億 2281.8 万 Tg/ton, (3442.0 万円/ton) 

総合評価 (経済的及び技術的な実施可能性など) 

アパート建設は大規模な開発となるため、排出量削減効果に対するコストは非常に大きい。アパー

ト建設の際に発生する粉じんも問題になる可能性が高いため、環境アセスメントを実施し、建設作

業環境の改善及び周辺地域への環境配慮も行うことが必要である。また、大気常時監視測定局での

測定結果及び大気拡散シミュレーションによる濃度分布に基づいて、開発地域の選定を行うことが

必要である。 
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（株）数理計画  53 

拡散計算結果及び濃度低減効果 

 

 
 

 対策前 対策後 低減量 

最大着地濃度 184.77 93.85 90.92 

PWE 99.17 29.09 70.08 
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（株）数理計画 54 

大気汚染対策案検討結果シート 

対策案名称: (14) 信号制御システムの改善に伴う旅行速度の上昇 

対象発生源: 自動車排出ガス 

発生源インベントリ更新のための設定 (対象範囲、活動量、排出係数等) 

旅行速度調査によるリンク内旅行速度が 30km/h 以下の幹線道路に対して、旅行速度が 5km/h 上昇す

る設定。主に渋滞が慢性化している中心付近及び大規模な市場付近が対象となる。 

排出量削減効果 

 

削減量は 20.74 トンであり、削減率は 7.63%であった。 

凝縮性ダストの考慮に関する設定 

排出量の削減に伴い、凝縮性ダストも削減される設定。 

対策に要する費用: 7,370 万 Tg (約 351 万円) 

交通流量シミュレーションシステムを使えるようになるための1か月程度の人材育成が必要である。

また、交通流量シミュレーションを実施するための入力データとして交通量調査が必要である。よ

って、以下の経費が見積もられる。 

モンゴル人技師の人件費*2 人 + 人材育成講師 (日本人専門家 0.5 か月) + 交通量調査 

700,000Tg*2 + 26,000,000Tg + 47,000,000Tg= 1,400,000Tg 

費用対効果: 355.4 万 Tg/ton (16.9 万円/ton) 

総合評価 (経済的及び技術的な実施可能性など) 

排出量及び濃度低減は少ないが、UB 市は最新の交通流量システムをすでに持っており、設備に関す

る投資は発生しない。一方、人材育成及び交通量調査の必要があるため、その分の費用が掛かるこ

とが見込まれる。 
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（株）数理計画  55 

拡散計算結果及び濃度低減効果 

 

 
 

 対策前 対策後 低減量 

最大着地濃度 72.13 65.84 6.29 

PWE 17.09 15.73 1.36 
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（株）数理計画 56 

大気汚染対策案検討結果シート 

対策案名称: (15) RSD の導入による車検不合格車及び整備不良車の減少効果 

対象発生源: 自動車排出ガス 

発生源インベントリ更新のための設定 (対象範囲、活動量、排出係数等) 

RSD 調査により、実際の走行時における排出ガス濃度の計測を効率化することができる。RSD を用

いた排出ガス濃度の取り締まり効果が強化されることにより、整備不良車がなくなり、かつ、すべ

ての車両が車検での排出ガス規制基準を満たすようになると想定した。 

排出量削減効果 

 

削減量は 78.07 トンであり、削減率は 28.73%であった。 

凝縮性ダストの考慮に関する設定 

排出量の削減に伴い、凝縮性ダストも削減される設定。 

対策に要する費用: 6 億 3000 万 Tg (3000 万円) 

RSD 本体及びその周辺機器、調査費等で 3000 万円(6 億 3000 万 Tg)を要する。 

費用対効果: 807.0 万 Tg/ton (38.4 万円/ton) 

総合評価 (経済的及び技術的な実施可能性など) 

RSD の導入により、実際に自動車が走行している状態での排出ガス濃度を測定することが可能とな

る。これにより、自身が運転している車の排出ガス濃度を把握することができると同時に、低排出

ガス車への乗り換えの促進が想定される。また、機器の価格は高いが、他の自動車排出ガス対策と

比較して、費用対効果は高い方であるとみられる。 
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（株）数理計画  57 

拡散計算結果及び濃度低減効果 

 

 
 

 対策前 対策後 低減量 

最大着地濃度 72.13 51.35 20.78 

PWE 17.09 12.05 5.04 
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（株）数理計画 i 

序 

2015 年は 2014 年 9 月のボイラ施設の認定規則及び 2015 ボイラ認定監査実施細則に基づきボイ

ラ認定監査が実施された。ボイラ認定監査結果に基づきボイラ施設への改善命令が順次、出され

ている。ボイラ施設の認定規則において「ボイラ認定」に関する役割が明記されている。また、

JICA 専門家チームと C/P 及び C/P-WG が協議して作成したボイラ認定監査実施細則において、ボ

イラ登録管理制度に必要な「ボイラ監査」「排ガス測定」「ボイラ登録」に関する各機関の役割

が明記されている。2015 年の成果として、APRD、市監査庁、市エネルギー調整協議会、地域的

エンジニアリング供給行政局、各区のインフラ・都市整備課、各区の監査課が連携したおかげで

「1)排ガス測定を除く監査 2)ボイラ登録の実施 3)排ガス測定の実施、4)排ガス測定結果に基づき

監査結果および改善命令の発出 5)改善命令の履行状況を確認」というボイラ登録監査制度の完全

実施が可能となった。ボイラ施設の認定規則及びボイラ認定監査実施細則がボイラ登録管理制度

ガイドラインという位置づけになる。 

2016 年 12 月からボイラ認定監査が実施されている。プロジェクト終了後もボイラ施設の認定

規則及びボイラ認定監査実施細則に基づき継続的にボイラ登録制度の完全実施は実施されること

が期待できる。 

 

2017 年 4 月 

ウランバートル市大気汚染対策能力強化プロジェクトフェーズ 2 

JICA 専門家チーム 
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市議会の幹部決議 

2014 年 9 月 8 日  No.147 ウランバートル市 

 

規制の承認について 

モンゴル国の政府、国家圏、それの行政法の第 20 条の 20.1.7 に市長の 2014 年の第 01/2494 レターの提

案に基づき市議会の幹部から以下の決議とする。 

1. 「温水ボイラ施設の認定規制」は第 1 別添資料、「ボイラ施設の運業に監査、測定、視察し、評

価する点数」は第 2 別添資料、「認定証書」は第 3 別添資料でそれぞれ承認する。 
2. 承認された規制を首都圏で遵守させることを市長 E. BAT-UUL 氏に、運営活動に遵守察せることを

各区の大気汚染削減分野の上司に任命する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
議長  D.BATTULGA 
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ボイラ施設の認定規制 
 

第一．総則 
   

1.1. 首都圏における温水ボイラ利用し、大気汚染物質を排出する個人、事業社、企業は行政から大気

保護のために承認された基準 MNS 5457:2005, MNS 5043:2001, MNS 5041:2001 の遵守状況を

確認評価するのがこの規制の目的である。 
1.2. 市監査庁及び大気質庁は温水ボイラを 2 年に１度認定する。 
1.3. 認定は首都圏にある 11KW から 3.15MW までの定格容量の暖房用ボイラの施設を所有者する個

人、事業社、企業が対象となる。 
1.4. 暖房用ボイラ施設の認定には市議会の幹部決議で承認された指標条件に従う。 
1.5. 認定されたボイラ施設には市議会の幹部決議で承認された様式の通り区知事（区長）が認定証書

を発行する。 
1.6. 認定に不合格の施設には、ある特定な期間で実施すべき改善指導を出す、運業許可の制限、利用

許可を停止する決定は市監査庁及び大気質庁の意見（評価結果？）に基づき区長が出す。 
1.7. この規制で使用された用語定義は以下の通りで理解する。 

1.7.1. 「暖房用ボイラ」とは 0.7Mpa までの圧水を 115 度まで加熱するボイラ 

1.7.2. 「最大許容量」とは排ガス中に含まれる大気汚染物質の最大な排出量あるいは

大気環境を汚染化する発生源から排出物質の最大量 
 

第二．認定事業の組織体制 
 

2.1. 暖房用ボイラ施設の認定業務を市長に任命された「事業部会」が実施する。 
2.2. 事業部会が暖房用ボイラ施設を以下のように点数評価する。 

0-59.9 点数のスコアの場合は「不十分レベル」 
60.0-69.9 点数のスコアの場合は「中レベル」 
70.0-79.9 点数のスコアの場合は「中上レベル」  
80.0-89.9 点数のスコアの場合は「やや十分レベル」  
90.0-100.0 点数のスコアの場合は「非常に良好レベル」 

2.3. 排ガス中に含まれる汚染物質の測定結果は MNS 5457:2005 規格の通り 4 つの項目で測定し、そ

の結果を規格値の比較で結果を出す。 
 

算定方法  
“ШО” Шалгагдсан оноо / 確認点数 

ШО = �
ХД ∗ БО
ХДХ � − 20 

“ХДХ” Хүлцэх дээд хэмжээ / 許容量 
“БО” Батлагдсан оноо / 認定点数 
“ХД” Хэмжилтийн дүн / 実測値 
“20” Тогтмол тоо / 係数（一定数字） 
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第三．ボイラ事業社の責務 
 

3.1.  ボイラ事業者は以下の義務がある  
3.1.1 大気法の第 18 条 18.1 にある許可を得ること 
3.1.2 大気保護に関する規則、規制、汚染物質の排出基準、許容量の条件を満たすこと 
3.1.3 大気汚染削減の規格基準に適合した技術、テクノロジを利用すること 
3.1.4 2 年毎に、この規制に定めた通り発生源の認定を受けること 
3.1.5 認定事業が開始されるまでに廃止された発生源を国家登録から削除させること 
3.1.6 認定事業が開始されるまでに発生源の技術、テクノロジ状況を確認し、故障を整備、校

正などを実施し、必要な書類を準備する 
3.1.7 ボイラを監査する目的で行政の職員がボイラ施設に立ち入り、排ガス測定、登録、監査

する環境を整える 
3.1.8 ボイラ所有者あるいはボイラ運転員がボイラを運転技術の研修を受けること 
3.1.9 暖房用ボイラの排ガスから試料を取るための測定孔を設置すること 
3.1.10 大気質を改善するために専門機関から技術協力やアドバイスを受けること 

 
第四．事業部会の責務 

 
4.1. 事業部会が市長の承認した計画・指導の通り実施するが組織体制には市監査庁、大気質庁、市事

務局のエンジニアリング施設局、それの下組織「部分的エンジニアリング供給運営課」市有公社、

各区の区役所の代表者が参加する。 
4.2. 事業部会は以下の義務がある。 

4.2.1 市長が任命した「事業部会」は一週間の計画を立てながら実施するが認定を行う予定の

ボイラ施設の所有者に認定開始の1週間前に電話や訪問あるいは公共情報システムを通

じて通知する。 
4.2.2 暖房用ボイラ施設を10月1日から3月01日までの期間で認定を実施する。認定には不十

分な点数を取った施設には5月1日から3ヶ月間以内に改善、更新その他の関連措置を取

り組む。 
4.2.3 認定の目的で暖房用ボイラ施設に立ち入る 
4.2.4 必要に応じ、暖房用ボイラの認定を承認された期間前に実施することが出来る。 
4.2.5 ボイラ施設には特定な期間の改善指導を出す、営業許可を制限する、利用許可を無効に

する意見を区長に提案する。 
4.2.6 認定結果を市長に認定実施する年の9月15日以内に紹介し、関連する措置を取り組んで

実施する。 
 

第五．罰則 
 

5.1. この規制を罰則した違反者は大気法の第 31 条、大気支払法の第 10 条に定めた通り損害賠償を求

める。 
5.2. 専門機関からの改善指導を 2 回以上無実施したあるいは無許可でボイラを利用した場合そのボイ

ラ施設の所有者の氏名を公表で通知、その利用者の電気供給を制限する措置を取り組む。 
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暖房用ボイラ施設の運業に監査、測定、視察し、評価する点数 

 

1. Утааны найрлага дахь агаар бохирдуулагч бодисын хүлцэх 
дээд хэмжээний хийн шинжилгээний дүн 

1.排ガス中に含まれる汚染物質の最大許容量の測定結果 
100-800  кВт хүртэлх зуухны Утааны хий дэх стандарт 
100-800KW までの定格容量のボイラの排出基準 

Батлагдсан 
оноо 

認定点数 

Хэмжилтийн 
дүн 

実測値 

Шалгагдсан 
оноо 

確認点数 
1. Азотын дан ба давхар исэл ［NOX］ 0.23 10   
2. Хүхрийн давхар исэл ［SO2］ 0.4 10   
3. Нүүрстөрөгчийн дутуу исэл ［CO］ 1.28 10   
4. Дэгдэмхий үнс［Dust］ 0.15 10   

800кВт-аас 3,15 мВт хүртэл зуухны стандарт харьцуулалт 
800KW から 3.15MW までの定格容量ボイラの基準比較 

1. Азотын дан ба давхар исэл ［NOX］ 0.2 10   
2. Хүхрийн давхар исэл ［SO2］ 0.3 10   
3. Нүүрстөрөгчийн дутуу исэл ［CO］ 1.02 10   
4. Дэгдэмхий үнс［Dust］ 0.2 10   

Нийт оноо 合計点数 40 ---------------  
2. Техникийн ерөнхий шаардлага 

2. 総合的な技術要件 
1. Шаталтын процессийг автоматаар удирддаг эсэх / 燃焼状況は自

動式（有無） 
5 ---------------  

2. 250 кВт- аас дээш (250 ороод) нэгжийн хүчин чадалтай зууханд 
утааны хийг үнслэгээс цэвэрлэх төхөөрөмжтэй эсэх / 250KW 以

上（250KW 含）の定格容量のボイラに灰取装置が設置 

5 ---------------  

3. Ширмэн зуухны эдэлгээний хугацаа / 25 жил / 
Ган зуухны эдэлгээний хугацаа / 15 жил / 
鋳鉄製ボイラの寿命は 25 年 
鉄鋼製ボイラの寿命は 15 年 

5 ---------------  

4. Зуухны иж бүрдэл бүрэн эсэх/ボイラの基本的機器が揃えている状

況 
5 ---------------  

5. Зуухны утааны яндан нь  барилгын дээврийн хамгийн өндөр 
хэсгээс “2 метрээс багагүй” байгаа эсэх / ボイラの煙突の高さが建

物の屋上の高さより 2 メーター以上の高さであること 

5 ---------------  

6. Нүүрс, үнсний битүү агуулахтай эсэх/石炭や灰を貯蔵場はあるか

どうか 
5 ---------------  

7. Ашигт үйлийн коэфциент/ボイラ効率 5 ---------------  
8. Техник ашиглалтын паспорт бичиг баримт нээсэн эсэх, хөтлөлт/ 

機器使用記録用パスポート（記録帳）の活用 
5 ---------------  

Нийт оноо/合計点数 40 ---------------  
3. Хөдөлмөр хамгаалал, аюулгүй ажиллагааны шаардлага/労働保護・安全作業、 

1. Ажлын байранд байрласан хөдлөх механизм нэг бүрт гадна 
талаар нь хашлага хамгаалалт хийсэн эсэх 
職場にある各回転式機器に策（フェンス）有るかどうか 

5 ---------------  

2. Хөдөлмөр хамгаалал, аюулгүй ажиллагааны зааварчилгааны 
дэвтэр, байдаг эсэх 
労働保護、安全作業のインストラクションボークがあるかどうか 

5 ---------------  

3. Галч, галчийн сургалт болон ХХАА-ны сургалтанд хамрагдсан 
эсэх 運転員がボイラ運転講習の受講状況  

5 ---------------  

4. Ажлын байрны эмх цэгц, эрүүл ахуйн байдал 
職場の整備・衛生状況  

5 ---------------  

 Нийт оноо/合計点数 20 ---------------  
 Ерөнхий оноо/総合計スコア 100 ---------------  
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ГЭРЧИЛГЭЭ 
認定証書 

 
 

Дугаар 
 

 Ажлын хэсгийн 201.. оны .. сарын .. өдрийн хуралдаанаар усан халаалтын  ....  кВт нэгж 
хүчин чадал зуухийг аттестатчилсан комиссын дүгнэлтийг хэлэлцээд тус зуухны байгууламжийн үйл 
ажиллагааг "... .. .. ..." гэж үнэлж энэхүү гэрчилгээг олгов.  
Аттестатчлалд авсан оноо . . . .  

200 . . оны . . . сарын . . . өдөр хүртэл хүчинтэй 
 

事業部会の 201 .年 . 月. .日の会議で . .  . . . дүүргийн 区にある温水用ボイラ．．．KW 定格容量

のボイラは認定委員会の評価で当施設の運業を「・・・・」と評価し認定証書を発行する。 

認定された点数（スコア）．．． 

 
20・・年・・月・・日まで有効である 

 
 
 
     ................................... 

дүүргийн Засаг дарга  
････区 区長  

                                       ....................................../___________________/ 
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ボイラ認定監査実施細則 
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UB 市長令 

2016 年 11 月 18 日     No.A/805   Ulaanbaatar city 

 

 

大気汚染削減に関する一部対策について 

 

モンゴル国行政領域の単位、その行政に関する法律の第 29 条の 29.2 条項、大気法の第 8 条の 8.1

条項の規定にそれぞれ基づき以下を命じる； 

 

 1. 大規模な大気汚染固定発生源を利用中の個人、法人の事業に適応する規則に基づく常時管理

の実施と監査報告書は UB 市グリーン開発・大気汚染問題担当の副市長に対して随時報告を行い、

取り組むことを APRD/M. DELGEREKH/、市監査庁/L.ERDENECHULUUN/に、それぞれ義務付け

る。 

2．本市長令の第 1 条に基づき実施を図る監査実施細則の承認を行い、実施への管理に取り組むよ

う UB 市長グリーン開発・大気汚染問題担当の J. BATBAYASGALAN 副市長に義務付ける。 

 

UB 市長   S. BATBOLD 

 

 

 

 

 

 

 

       承認    
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市長エコロジー・ 

グリーン開発問題担当副市長 J.Batbayasgalan 
大規模固定発生源を利用する個人及び民間企業に対するに対する監査・認定業務の実施細則 

 
 

第一． 監査・認定業務の目標と根拠 

2015 年度の首都経済・社会目標実施活動計画の一環として市内において、蒸気及び温水ボイ

ラを利用して生産・サービス事業者・民間企業に対して、『大気に関する』、『大気汚染支払料

金に関する』、『自然環境保護に関する』、「自然環境影響評価に関する」、『水資源に関す

る』、『土地に関する』、『労働安全衛生に関する」法律、それらに適応する決定、規制、基準、

市長令の実施状況に関する監査とその監査結果により判明された違反行為の改善、リスク予防対

策、専門的なアドバイスの提供、排ガス測定の実施により、蒸気及び温水ボイラを認定すること

である。  

第二． 監査・認定業務の対象となる民間事業者の機関名、対象範囲 

 

市内において事業運営中の蒸気ボイラ、定格容量 100kW 以上の温水ボイラの自然環境影響へ

の監査、排ガス測定による認定業務の実施、排出基準未達成のボイラ更新案、その結論を関連機

関に送付する。 

第三． 作業部会の代表者とメンバー 

作業部会は監査と測定班の A と B という 2 つの班からなる。作業部会には大気汚染削減庁、

JICA 専門家チーム、市監査庁の自然環境管理国家監査官、市エネルギー調整協議会、各区長事務

局のインフラ・都市整備課の専門家等。 

各所属長は、作業部会代表を除く作業部会員が監査・認定業務に専念できるようにする事。  

第四． 監査・認定業務の開始及び終了期間 

2016 年 11 月 18 日から 2017 年 3 月 31 日までとする。  

第五． 監査・認定業務方針・対象問題 

監査・認定の実施行程及び計画に従って以下の業務を実施する。 

1. 国家監査庁長官による第 2.3 号の「火力発電所、地域温水ボイラ(HOB)、低圧ボイラの自然環

境影響への監査様式」を用いて評価を行う。監査様式による監査結果でリスクを把握して、デー

タベースへの入力を行う。  
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2. 固定発生源からの排出汚染物質の CO,NOx,SO2 及びダスト排出量を測定して、『温水ボイラ及

びゲルストーブの煙突からの排ガス中の大気汚染物質排出許容量と   その測定方法」

MNS5457:2005 基準との比較とその結論。HOB 運営に対する監査は、別添資料 2 を用いて評価す

る。 

3. 2015 年～2016 年に送付された国家監査管による改善命令、通知に従った改善対策の実施結果

への監査。 

4.大気汚染物質の中性化と処理、物理的な悪影響を削減する処理装置の設置状態 

5 . 家庭及び産業廃棄物に関する契約の実施、輸送・環境衛生状態/石炭・燃焼灰の保管場所の有

無/ 。 

6.監査・認定業務の結果報告 

監査・認定により不十分な評価結果を受けたボイラ施設所有者の違反行為の訂正・改善のため

の法的文書・決定等、その実施の確保、民間企業・事業者の管理者及び関係者への技術的なアド

バイスや研修等を実施して提言書を提供する。  

監査・認定の結果をとりまとめ、説明書を作成して、作業部会代表者に提出する。監査担当の

国家監査官は監査の報告、監査様式のデータベース、ボイラとボイラ施設の総合データベースを

市監査庁の自然環境・地質・鉱業管理課に提出する。 

市監査庁長官の 2015 年 3 月 27 日の A/17 号の命令に従って監査結果を 21 日以内に協議会会

議にて協議を行い、その会議で決定された実施措置対応を 5 日以内に行う。 

監査・認定の総合結果を市長及びエコロジー・グリーン開発問題担当の副市長に 2016 年 4 月

15 日までに報告して、総合結果に基づく市長及び副市長の決定を関係機関に通知する。  

国家監査官の評価を監査・認定時の実施活動、その対応と説明資料等の作成と締め切り期間

までに提出した状況に基づいて行う上で、市監査庁長官所属の協議会にてその結果等を報告す

る。監査情報は市監査庁長官の 2014 年 06 月 24 日付の A/21 令の別添として承認された『市監

査庁からマスコミ機関との協力、ホームページ（ウェブサイト）の運用・調整規則」に従って

報道機関やマスコミへの情報提供を行う。 

7.監査費用の計算、予算 

HOB の測定にかかる料金については別添資料－2 に、測定・監査の費用と予算の詳細は別添

資料-3 の通り評価される。 
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編集責任者： 

ｳﾗﾝﾊﾞｰﾄﾙ市ｼﾞｪﾈﾗﾙﾏﾈｰｼﾞｬｰ事務課課長   T. GANTUMUR 

確認者： 

市大気汚染削減庁暫定長官      M. DELGEREKH 

市監査庁副長官      S. DAVAASUREN 

市監査庁自然環境・地質・鉱業管理課課長   D. BAT-ULZII 

市大気汚染削減庁大気質管理課課長    KH. GALIMBEK 

作成者： 

市大気汚染削減庁職員     S. BATSAYA 

市大気汚染削減庁職員     G. URANTSETSEG 

市監査庁自然環境管理ｼﾆｱ監査官    N. NARANGEREL 
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別添資料‐1 

作業部会メンバー 
 大規模な大気汚染固定発生源を利用中の個人、事業者に対して監査・管理と実施細則の承認を

行う作業部会は監査・調査班と測定班に分かれる。 
監査・調査班：市監査庁自然環境管理監査管、市エネルギー調整協議会、地域的ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ供給

行政局の技術者、各区インフラ・都市整備課の職員。 
測定班：市大気汚染削減庁の職員、JICA の技術者・専門家チームは測定班に対し指導を行い、監

査・ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞは 2016 年 11 月 18 日～2017 年 3 月 31 日迄実施する。 
 

作業部会メンバー 

作業部会会長  APRD 大気質管理課課長 

監査・調査班  市監査庁自然環境管理国家監査官 

   ｽﾍﾊﾞｰﾄﾙ区監査課自然環境管理国家監査官 

   ﾁﾝｹﾞﾙﾃｲ区監査部自然環境管理国家監査官 

   ｿﾝｷﾞﾉﾊｲﾙﾊﾝ区監査部自然環境管理国家監査官 

   ﾊﾝｳｰﾙ区監査部自然環境管理国家監査官 

   ﾊﾞﾔﾝｺﾞﾙ区監査部自然環境管理国家監査官 

   市エネルギー調整協議会会員 

   地域的ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ供給行政局の技術者 

   ﾊﾞﾔﾝｺﾞﾙ区インフラ・都市整備課の職員 

   ﾊﾞﾔﾝｽﾞﾙﾌ区インフラ・都市整備課の職員  

   ｽﾍﾊﾞｰﾄﾙ区インフラ・都市整備課の職員 

   ﾊﾝｳｰﾙ区インフラ・都市整備課の職員 

   ﾁﾝｹﾞﾙﾃｲ区インフラ・都市整備課の職員 

   ｿﾝｷﾞﾉﾊｲﾙﾊﾝ区インフラ・都市整備課の職員 

測定班   JICA 専門家チームは測定班に対して指導を行う。 

   市大気汚染削減庁の職員は参加する。 
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別添資料‐2 

暖房用ボイラ施設の運業に監査、測定、視察し、評価する点数 

HOB における監査・測定の際の獲得点数は 71 点以上の場合「合格」と判断する。それ以外の場

合は「不合格」とする。 

1. 排ガス中に含まれる汚染物質の最大許容量の測定結果 
 評価項目 基準値 認定点数 実測値 確認点数 

100-800KW までの定格容量のボイラの排出基準 
1. Nox 450mg/m3 2   
2. SO2 800mg/m3 20   
3. CO 2500mg/m3 8   
4. ダスト 400 mg/m3 30   

合計 60 ---------------  
800KW から 3.15MW までの定格容量ボイラの基準比較 

1. Nox 400mg/m3 2   
2. SO2 600mg/m3 20   
3. CO 2000mg/m3 8   
4. ダスト 300mg/m3 30   

合計 60 ---------------  
2. 施設内環境、労働保護、安全条件 

 

1. 
施設内 PM2.5 0,05mg/m3 

5 
  

施設内 PM10 0,1mg/m3   
2. CO 60mg/m3 5   

3. 
職場にある各回転式機器に策（フェンス）有るか

どうか 
1 

  

4. 
労働保護、安全作業のインストラクションボーク

があるかどうか 
1 

  

5. 運転員がボイラ運転講習の受講状況 5   
合計 17 ---------------  

３．総合的技術要件 

1. 
250KW 以上（250KW 含）の定格容量のボイラに

灰取装置が設置 
 

10 
---------------  

2. 
ボイラの煙突の高さが建物の屋上の高さより 2 メ

ーター以上の高さであること 
1 ---------------  

3. 石炭や灰を貯蔵場はあるかどうか 10 ---------------  
4. 機器使用記録用パスポート（記録帳）の活用 2 ---------------  

合計 23 ---------------  
総計 100 --------------  
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別添資料‐３ 

 

監査費用の概要  

監査・認定業務に必要な費用の詳細を以下の表で示す。 

監査・測定班の費用                                                                                                                                                     
/2016 年～2017 年 の 11 月 18 日～3 月 31 日迄/ 

 項目 単位 一日/tug/ 総合期間 
 /日数/ 

資金 
/tug/ 

1. 燃料代 A 班 自動車 2 台分 80,000 30 2,400,000 
2. 燃料代 B 班 自動車 2 台分 80,000 30 2,400,000 
3. ダスト捕集用ろ紙 /250 本/ 本 - 200 1,400,000 
4. プリンター用紙 /10 ロール/ ロール - - 400,000 
5. その他文房具 10 人分 - - 200,000 
6. 労働安全用軍手、マスク、防塵

マスク 
20 人分 40000 - 800,000 

7. 作業服/セット/ 10 セット 400,000 - 4,000,000 
8. その他の費用 - - - 150,000 

総額 30 11,950,000 

 

                                



モンゴル国 
ウランバートル市大気汚染削減庁（APRD） 

 
 
 

モンゴル国 
ウランバートル市 

大気汚染対策能力強化プロジェクト 
フェーズ２ 

 
技術協力成果品 11 

CEMS 運用マニュアル 
 
 

２０１７年５月 
 

独立行政法人 
国際協力機構（JICA） 

 
株式会社 数理計画  



 

 



モンゴル国ウランバートル市大気汚染対策能力強化プロジェクトフェーズ２ 

技術協力成果品 11  CEMS 運用マニュアル 
  

  

 i （株）数理計画 

序 
大気汚染物質の排出量が多く、電気集塵機等の大気汚染対策装置のトラブル等が直接大気汚染

に大きな影響を与える大気汚染発生源に対しては、排ガス測定連続監視システム（CEMS）によ

る常時監視が重要である。 

本技術協力プロジェクトでは、2015 年 2 月 25 日の JCC において、モンゴル側が第４発電所へ

の CEMS 設置を要請し、CEMS の供与について確定した後、同年 5 月 11 日の PDM 改訂にて、CEMS
に関連する活動と成果指標が規定された。 

第４発電所への CEMS 設置作業は、2016 年 10 月に実施され、2016 年 12 月から測定と中央制

御室での監視が可能となった。CEMS データ送信システムは、2016 年 12 月の本邦研修において

の案が作成され、2017 年 1 月に開発し、2017 年 5 月にシステムの監視権限が環境観光省（MET）
に移管された。 

 

本 CEMS 運用マニュアルの作成に際しては、以下の方針で整備した。 

1) 各製品については、各々の製品マニュアルを参照する。 

2) 製品マニュアルで不足する情報を整理し、CEMS 運用マニュアルとする。製品マニュアルは

著作権が設定されているため、技術協力プロジェクトの成果品には含めない。 

 

以上の整備方針に基づいて作成した結果、各製品マニュアルに十分な情報が掲載されていたこ

とから、CEMS 運用マニュアルには、CHP-4 による予算化が必要な部品の一覧のみが掲載される

結果となった。 

 

関係機関が本マニュアルを CEMS の運用に活用し、長年に渡って CEMS が適切に運用されるこ

とを心より願うものである。 

 

2017 年 5 月 

ウランバートル市大気汚染対策能力強化プロジェクトフェーズ 2 

JICA 専門家チーム 

 

  



モンゴル国ウランバートル市大気汚染対策能力強化プロジェクトフェーズ２ 

技術協力成果品 11  CEMS 運用マニュアル 
  

  

（株）数理計画 ii  

 

  



モンゴル国ウランバートル市大気汚染対策能力強化プロジェクトフェーズ２ 

技術協力成果品 11  CEMS 運用マニュアル 
  

  

 iii （株）数理計画 

写真 

 
ばいじん濃度計 

 
ガス分析計 

 
 
 
 
 
 
 

 
図 測定機の設置場所 

 
 
  

B B B B B B B B

Dust monitoring system

BoilerBoiler

Gas analyzer

Stack



 



Dust monitor 
 

1 
 

RECOMMENDED SPARE PARTS AND CONSUMABLE LIST 
 

NO. NAME SKETCH MATERIAL 

SPECIFICATION 

QUANTITY UNIT 
PRICE 
(JPY) 

REMARKS 

INTERVAL Number of pcs 

Per one monitor 

1 Lamp 

 

6834 

Halogen lamp 

(Philips ) 

1            0.5year 

 

2 O-ring 

 

P-9 

Fluorine-containing 

rubber 

2            

  

1 year 

 

3 O-ring 

 

P-11 

Fluorine-containing 

rubber 

2  

 

 

 

 

1 year 

4 O-ring  P-16 

Fluorine-containing 

rubber 

2  

 

 

 

1 year 

5 O-ring 

 

P-20 

Fluorine-containing 

rubber 

2  

 

 

 

1 year 



Dust monitor 
 

2 
 

NO. NAME SKETCH MATERIAL 

SPECIFICATION 

QUANTITY UNIT 
PRICE 
(JPY) 

REMARKS 

INTERVAL Number of pcs 

Per one monitor 

6 O-ring  S-30 

NBR ( nitrile rubber) 

1  

 

 

 

1 year 

7 O-ring  S-34 

 

NBR ( nitrile rubber) 

1   

 

1 year 

 

8 Motor 

 

4IK40A-B 

(Oriental Motor) 

1             3year 

9 Pump 

 

MSV-140-1 

(Blower) 

 

MITSUVAC 

 

 

 

 

1               3year 



Dust monitor 
 

3 
 

NO. NAME SKETCH MATERIAL 

SPECIFICATION 

QUANTITY UNIT 
PRICE 
(JPY) 

REMARKS 

INTERVAL Number of pcs 

Per one monitor 

10 Fan 

Purge air system box 

 

 

 

 

109S005UL(AC100V) 

 

Sanyo electric 

 

 

1             8year 

11 

 

 

 

Fan 

DDM-fc Control Box 

 109S085 

 

Sanyo electric 

 

 

1             8year 

12 

 

 

 

Power Supply PCB 

 

9255-402 

(Heat sink assy.) 

Tanaka electric lab. 

 

 

 

1               5year 

 

 

 

      

 



 



Gas analyzer 
 

1 

RECOMMENDED SPARE PARTS AND CONSUMABLE LIST 
 

 

NO. NAME SKETCH MATERIAL 

SPECIFICATION 

Number of pcs 
per 1 analyzer  

(4 primary filters) 

UNIT 
PRICE 
(JPY) 

REMARKS 

INTERVAL 

1 FILTER ELEMENT 

 

SUS304 2µM  

(FOR PRIMARY 

FILTER) 

P/N: 3200044260 

4            Recommend replacement 

cycle is 1 month 

2 O-RING 

 

JISB2401 P75 FKM 

(FOR PRIMARY 

FILTER) 

P/N: 3200043880 

4        Recommend replacement 

cycle is 6 months 

3 HOLDER CAP 

 

FKM 

 (FOR PRIMARY 

FILTER) 

P/N: 3200044258 

4          Recommend replacement 

cycle is 3 months 



Gas analyzer 
 

2 

NO. NAME SKETCH MATERIAL 

SPECIFICATION 

Number of pcs 
per 1 analyzer  

(4 primary filters) 

UNIT 
PRICE 
(JPY) 

REMARKS 

INTERVAL 

4 ELEMENT CAP 

 

FKM  

(FOR PRIMARY 

FILTER) 

P/N: 3200044259 

4           Recommend replacement 

cycle is 3 months 

5 FILTER ELEMENT 

 

GC-90 Ø 55 

(For secondary Filter) 

P/N: 3200043784 

(50 pcs) 

50          Recommend replacement 

cycle is 1 month 

6 FILTER ELEMENT 

 

PA-5L Ø 55 

(For secondary Filter) 

P/N: 3200043874 

(20 pcs) 

20            Recommend replacement 

cycle is 1 month 



Gas analyzer 
 

3 

NO. NAME SKETCH MATERIAL 

SPECIFICATION 

Number of pcs 
per 1 analyzer  

(4 primary filters) 

UNIT 
PRICE 
(JPY) 

REMARKS 

INTERVAL 

7 MIST CATCHER 

 

MC-050A 

P/N: 3014006594 

(6 pcs) 

6pcs            Recommend replacement 

cycle is 2 months 

8 SCRUBBER 

 

ESU-050A 

P/N: 3200092415 

 

1          Recommend replacement 

cycle is 1 year 

9 DIAPHRAGM 

ASSEMBLY 

 

FOR PUMP GP-2201 

P/N: 3200043977 

2            Recommend replacement 

cycle is 6 months 



Gas analyzer 
 

4 

NO. NAME SKETCH MATERIAL 

SPECIFICATION 

Number of pcs 
per 1 analyzer  

(4 primary filters) 

UNIT 
PRICE 
(JPY) 

REMARKS 

INTERVAL 

10 AIR FILTER 

 

3µm 

P/N: 3200044378 

1          Recommend replacement 

cycle is 1 year 

11 CATALYST TUBE 

 

FOR NOx 

CONVERTER COM-50 

P/N: 3014038045 

1            Recommend replacement 

cycle is 1 year 

12 SILICA GEL 

 

500g 

P/N: 3200044017 

1          Recommend replacement 

cycle is 1 year 



Gas analyzer 
 

5 

NO. NAME SKETCH MATERIAL 

SPECIFICATION 

Number of pcs 
per 1 analyzer  

(4 primary filters) 

UNIT 
PRICE 
(JPY) 

REMARKS 

INTERVAL 

13 PROTECTIVE FILTER 

 

SF-025 

P/N: 3014038043 

1          Recommend replacement 

cycle is 1 year 

14 PRINTED BOARD 

ASSY. 

Not available EN-DAC-03A (6CH) 

P/N: 3200092535 

1               It is needed to be replaced 

when it is broken 

(Estimated replacement cycle 

is 5 year) 

15 PRINTED BOARD 

ASSY. 

Not available EN-DAC-03A (12CH) 

P/N: 3200092536 

1               It is needed to be replaced 

when it is broken 

(Estimated replacement cycle 

is 5 year) 



Gas analyzer 
 

6 

NO. NAME SKETCH MATERIAL 

SPECIFICATION 

Number of pcs 
per 1 analyzer  

(4 primary filters) 

UNIT 
PRICE 
(JPY) 

REMARKS 

INTERVAL 

16 PRINTED BOARD 

ASSY. 

Not available EN-PIO-02A  

(NO TERMINAL) 

P/N: 3200092533 

1             It is needed to be replaced 

when it is broken 

(Estimated replacement cycle 

is 5 year) 

17 PRINTED BOARD 

ASSY. 

Not available EN-PIO-02A 

(TERMINAL BLOCK) 

P/N: 3200092534 

1               It is needed to be replaced 

when it is broken 

(Estimated replacement cycle 

is 5 year) 

18 REGULATOR Not available UW13-M501-AV   

VSP402450115 

P/N: 3011046277 

1             It is needed to be replaced 

when it is broken 

(Estimated replacement cycle 

is 5 year) 



Gas analyzer 
 

7 

NO. NAME SKETCH MATERIAL 

SPECIFICATION 

Number of pcs 
per 1 analyzer  

(4 primary filters) 

UNIT 
PRICE 
(JPY) 

REMARKS 

INTERVAL 

19 O-RING, P3 Not available B2401 P3 FPM 

P/N: 3030053470  

1           It is needed to be replaced 

when it is broken 

(Estimated replacement cycle 

is 5 year) 

20 O-RING, W Not available FPM FOR SOLENOID 

VALVE (ADV-2-5) 

P/N: 3030053472 

1           It is needed to be replaced 

when it is broken 

(Estimated replacement cycle 

is 5 year) 

21 SOLID RELAY Not available G3R-ODX02SN 

DC5-24 

P/N: 3010037475 

1           It is needed to be replaced 

when it is broken 

(Estimated replacement cycle 

is 5 year) 



Gas analyzer 
 

8 

NO. NAME SKETCH MATERIAL 

SPECIFICATION 

Number of pcs 
per 1 analyzer  

(4 primary filters) 

UNIT 
PRICE 
(JPY) 

REMARKS 

INTERVAL 

22 AC INVERTER Not available CXA-L0505-NJL 

P/N: 3100002411 

1           It is needed to be replaced 

when it is broken 

(Estimated replacement cycle 

is 5 year) 

23 PRINTED BOARD 

ASSY. 

Not available AP-TMC-02 

P/N: 3200092505 

1             It is needed to be replaced 

when it is broken 

(Estimated replacement cycle 

is 5 year) 

24 PRINTED BOARD 

ASSY. 

Not available AP-CPU-01 (NO LAN) 

P/N: 3200092527 

1               It is needed to be replaced 

when it is broken 

(Estimated replacement cycle 

is 5 year) 



Gas analyzer 
 

9 

NO. NAME SKETCH MATERIAL 

SPECIFICATION 

Number of pcs 
per 1 analyzer  

(4 primary filters) 

UNIT 
PRICE 
(JPY) 

REMARKS 

INTERVAL 

25 PRINTED BOARD 

ASSY. 

Not available EN-ADC-02 

P/N: 3200092524 

1               It is needed to be replaced 

when it is broken 

(Estimated replacement cycle 

is 5 year) 

26 PRINTED BOARD 

ASSY. 

Not available EN-ADC-02  

(3 ELEMENTS) 

P/N: 3200092528 

1               It is needed to be replaced 

when it is broken 

(Estimated replacement cycle 

is 5 year) 

27 COOLER Not available ENDA-5000 GCR-50 

P/N: 3014034521 

1               It is needed to be replaced 

when it is broken 

(Estimated replacement cycle 

is 5 year) 



Gas analyzer 
 

10 

NO. NAME SKETCH MATERIAL 

SPECIFICATION 

Number of pcs 
per 1 analyzer  

(4 primary filters) 

UNIT 
PRICE 
(JPY) 

REMARKS 

INTERVAL 

28 MPA-DET Not available MPA-DET 

P/N: 3014059189 

1               It is needed to be replaced 

when it is broken 

(Estimated replacement cycle 

is 5 year) 

29 AS5.NO Not available DETECTOR, AS5.NO 

P/N: 3014056317 

1               It is needed to be replaced 

when it is broken 

(Estimated replacement cycle 

is 5 year) 
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独立行政法人 

国際協力機構（JICA） 

 

株式会社 数理計画  



 

 



モンゴル国ウランバートル市大気汚染対策能力強化プロジェクトフェーズ２ 

技術協力成果品 12  CEMS データ共有マニュアル 
  

  

 i （株）数理計画 

序 

大気汚染物質の排出量が多く、電気集塵機等の大気汚染対策装置のトラブル等が直接大気汚染

に大きな影響を与える大気汚染発生源に対しては、排ガス測定連続監視システム（CEMS）によ

る常時監視が重要である。 

本技術協力プロジェクトでは、2015 年 2 月 25 日の JCC において、モンゴル側が第４発電所へ

の CEMS 設置を要請し、CEMS の供与について確定した後、同年 5 月 11 日の PDM 改訂にて、CEMS
に関連する活動と成果指標が規定された。 

第４発電所への CEMS 設置作業は、2016 年 10 月に実施され、2016 年 12 月から測定と中央制

御室での監視が可能となった。CEMS データ送信システムは、2016 年 12 月の本邦研修において

の案が作成され、2017 年 1 月に開発し、2017 年 5 月にシステムの監視権限が環境観光省（MET）
に移管された。 

2017 年 5 月時点では、MET が関係省庁にアクセス権を与え、主に市監査庁が活用する計画とな

っている。 

 

関係機関が本マニュアルを利用して大気汚染発生源の監視に活用すると共に、第３発電所の

CEMS データがこのシステムにて確認できるようにシステムが拡張されることを心より願うもの

である。 

 

2017 年 5 月 

ウランバートル市大気汚染対策能力強化プロジェクトフェーズ 2 

JICA 専門家チーム 

 

  



モンゴル国ウランバートル市大気汚染対策能力強化プロジェクトフェーズ２ 

技術協力成果品 12  CEMS データ共有マニュアル 
  

  

（株）数理計画 ii  

 

  



モンゴル国ウランバートル市大気汚染対策能力強化プロジェクトフェーズ２ 

技術協力成果品 12  CEMS データ共有マニュアル 
  

  

 iii （株）数理計画 

 
 

 
注 CHP-3 からのデータ転送システムはパスワード不明のため未開発 

図 CEMS データ送信システムの構成 
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1 
АСТВИШН ХХК 

 

Бүлэг 1. Хэрэглэгчиийн гарын авлага 
 

1. Вэбд нэвтрэх 
 

2. http://cems.agaar.mn хаяг руу орно. 
3. Өөрийн нэвтрэх нэр, нууц үгийг оруулна 
4. Нэвтрэх товч дээр дарна 

 

 

 

 

 

 

 

 

2. Вэбийн бүтэц 
 

• Хянах самбар – Тухайн агшинд хэмжигдэж байгаа 
зуухны мэдээлэл болон ерөнхий мэдээлэл 

• Хэмжилт – Зуух болгоны хамгийн сүүлд хэмжигдсэн 
мэдээлэл 

• Тайлан – Зуух болгоны мэдээлэл өдөр, сар, жилийн 
дундажаар 

• Архив – Системд бүртгэгдсэн бүх мэдээлэлийн архив 

 

 

 

 

  

http://cems.agaar.mn/
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 2    
АСТВИШН ХХК 

 

3. Хянах самбар 
 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

Системд хянагдаж байгаа 
нийт болон яг одоо 

хянагдаж байгаа зуухны 
тоо 

Тухайн агшинд хэмжигдэж 
байгаа зуухнуудын мэдээлэл 

Тухайн агшинд хэмжигдэж 
байгаа яндан дахь 

тоосонцрын мэдээлэл 
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 3    
АСТВИШН ХХК 

 

4. Хэмжилт 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

Зуухны дэлгэрэнгүй 
мэдээлэлийг харах 

Яндангийн 
дэлгэрэнгүй 

мэдээлэлийг харах 
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 4    
АСТВИШН ХХК 

 

5. Тайлан 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

Тайланг excel 
форматаар 

татах 

MNS 5919-
2008 аас 
давсан 

үзүүлэлтийг 
улаанаар ялгах 

Өдрийн 
сонголт 

Тайланг 
өдөр, сар, 

жилээр 
дундажлан 
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 5    
АСТВИШН ХХК 

 

6. Архив 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

Архивыг excel 
форматаар 

татах 

MNS 5919-2008 
аас давсан 

үзүүлэлтийг 
улаанаар ялгах 

Архивыг эхлэх 
дуусах огноо 

болон зуухаар 
шүүж, өсөх, буурах 

дарааллар харах 
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АСТВИШН ХХК 

 

Бүлэг 2. Админы гарын авлага 
 

1. Хэрэглэгчийн жагсаалт 
 

2. Admin хэрэглэгчээр нэвтэрч орно 
3. Зүүн цэснээс “хэрэглэгчид” сонгоно 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

Шинэ хэрэглэгч 
нэмэх 

Хэрэглэгчийн 
мэдээлэл 

шинэчилж, засах 
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АСТВИШН ХХК 

 

2. Хэрэглэгчийн мэдээлэл засах 
 

 

 

Нэвтрэх нэр:  Системд нэвтэрч орох нэр 

Хэн:  Тухайн хүний нэр 

Албан тушаал:   Албан тушаал, ажил мэргэжил 

Байгууллага:  Тухайн хүний ажилладаг байгуулга, алба, салбар 

Имэйл:   Хэрвээ өдөр тутмын мэдээлэл мэйлээр хүлээж авах бол бөглөнө. 

Идэвхитэй эсэх:  Системд нэвтэрч чадах эсэх. Эрхийг түр түдгэлзүүлэх бол чагтыг 
арилгана. 

Шинэ нууц үг:  Хэрвээ нууц үгийг шинэчлэн солих бол шинэ нууц үгээ оруулна. 
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АСТВИШН ХХК 

3. Системын ажиллах үйл явц 

 

 

  

1. Цахилгаан Станц 4 дээр байрласан Adam Controller ууд 
2. Adam Controller оос мэдээлэл уншиж файл руу бичих зорилготой програм 
3. Adam Controller оос бичигдсэн лог файлууд 
4. Цахилгаан Станц 4 дээр байрласан лог файл унших програм 
5. Лог файл уншигч интернэт сүлжээнээс тасарсан үед логоо түр хадгалах, буцааж унших 

SQLite өгөгдөлийн сан 
6. Cems.agaar.mn сайт дээрх Лог файл уншигчидаас мэдээлэл татах програм 
7. Cems.agaar.mn дээр буруу ирсэн мэдээллийг замаас нь таньж хасах процесс 
8. Cems.agaar.mn дээрх програмын MySQL өгөгдөлийн сан 
9. Cems.agaar.mn дээр байрласан вэб сайт 
10. Үнэн зөв мэдээлэл, тайланг цаг тухайд нь өөрийн хүссэн загвараар харж, хянаж чадаж 

буй хэрэглэгчид 
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АСТВИШН ХХК 

 

4. Системын ажиллах орчин 
 

Цахилгаан Станц 4 дээр байрласан лог файл уншигч 

Код ********************************** 

Орчин ********************************** 

Анхаарах зүйлс 1. ********************************************************** 
2. ********************************************************** 

 

Cems.agaar.mn дээр байрласан вэб програм 

Код ************************************************************* 

Орчин ************************************************************* 

Анхаарах зүйлс ************************************************************* 
 

5. Хавсралт 
 

1. Хэмжилт хийж буй Адам контролэрууд 20 минут тутамд зуух хооронд шилжиж байгаа 
бөгөөд уг хугацааг Дулааны Цахилгаан Станц 4 ын харицсан эрх бүхий инженерүүд 
тохируулна. 

2. Адам контролэрууд зуух хооронд шилжих үед эхний 3 минутын хэмжилтийн үр дүн 
хоорондоо холилдсон, буруу ирж буй тул тэдгээр мэдээллийг өгөгдөлийн сангаас хасч 
байгаа. 

3. Дулааны Цахилгаан Станц 4 дээр цугласан мэдээллийг 5 минут тутамд cems.agaar.mn 
дээрх сэрвэр лүү илгээж байгаа. 5 минутын интервалыг солих бол хариуцсан инженэрт 
нь, эсвэл Astvision –д хандаж болно. 
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